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１. 業務概要 

 

 業務の目的 

 

三浦市では、下水道事業を長期にわたり効率的に実施するため、平成３０年度からコ

ンセッション方式 1の導入による公共下水道運営事業（以下「本事業」という。）を目指

して検討を開始した。 

効率的な下水道事業を実施するため、コンセッション方式の導入に伴う効率的な人材

の配置と運用によって、財政支出の削減を含む経営合理化を推進することを目標にして

いる。 

このため、平成２７年度三浦市公共下水道事業におけるコンセッション方式導入可能

性調査（以下「昨年度業務」という。）を踏まえ、コンセッション方式導入に向け三浦

市で本調査を実施することで、維持管理・更新投資において効率化が実現され、将来的

な財政状況の改善が可能となる効果を明らかにすることを目的とする。 

具体的には、収支・財務情報、利用情報・整備情報、収益性関連情報の分析、実施ス

キームの詳細化・リスク分析を行った。その結果、得られた分析結果をもとにＶＦＭ・

運営権対価の算出を行い、さらに事業に応募しようとする民間事業者からの意見を集約

するため民間事業者との対話を実施し、コンセッション方式の実現に向けた情報整理を

行うものである。 

 

 業務委託名称・業務期間 

 

（１） 業務委託名称 

 

平成２８年度三浦市公共下水道事業コンセッション推進に向けた情報整備調

査業務委託 

  

1 コンセッション方式とは、高速道路、空港、上下水道などの料金徴収を伴う公共施設などについて、

施設の所有権を発注者（公的機関）に残したまま、利用料金を民間事業者が収受し運営を行う事業方式

を指す。平成２３年に「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」が改正され

国内において導入ができることとなった。三浦市では、平成３０年度からの導入を目指し検討を開始し

たが、スケジュールの調整により、現時点では平成３１年度からの導入を目指している。 
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（２） 業務期間 

 

平成２８年８月１日から平成２９年２月２８日まで 

 

 業務内容 

 

１.３.１ 対象施設 

 

本事業の対象となる施設は、以下に示す通りである。 

 

① 東部浄化センター（処理場） 

② 金田中継センター（ポンプ場） 

③ 管きょ（幹線管きょと枝線管きょの新設及び幹線管きょと枝線管きょの維持管理） 

 

なお、上記①～③の対象施設を、以下「運営権設定対象施設」という。 

 

表１－１ 運営権設定対象施設の所在地 

 

運営権設定対象施設 所在地 

①東部浄化センター 三浦市南下浦町金田２７３６番地５ 

②金田中継センター 三浦市南下浦町金田２０６番地８ 

③管きょ 東部処理区全域 

 

① 東部浄化センター 

供用開始：平成１０年８月 

処理方式：水処理…標準汚泥活性法、汚泥処理…濃縮―脱水 

処理能力：全体計画…１４，７００㎥／日 

現況…８，０５０㎥／日（平成２７年度末） 

水処理系列数：全体計画…３系列（６池） 

現況…１．５系列（３池）（平成２７年度末） 

② 金田中継センター 

供用開始：平成１０年８月 

種類別：汚水中継ポンプ場 

揚水能力：全体計画…１８．０㎥／分 

事業計画：１２．０㎥／分 
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③ 管きょ 

全体延長：５８，０７９ｍ 

うち幹線管きょ延長：８，４９６ｍ 

 

 

表１－２ 運営権設定対象施設の事業範囲 

 

 改築更新 増築 維持管理 

①東部浄化センター ○ ― ○ 

②金田中継センター ○ ― ○ 

③管きょ ○ ○ ○ 

 

１.３.２ 業務内容 

 

本業務では、下記の事項について検討を行う。 

 

（１） 収支・財務情報の分析（本報告書の「３．」に該当） 

 市の下水道事業について収支見通しの詳細化 

利用者ごとの需要見通し及びその財務インパクトを分析し、長寿命化

計画による投資を加味した上で収支見通しを策定する。 

 会計構造の詳細検討を踏まえた財務分析 

収支・資産情報を精査し、あわせて補助金・負債等の会計構造の詳細を

検討し、財務分析を行う。 

 資金調達コストの分析 

下水道事業のコンセッション方式による運営事業（以下、「本事業」と

いう。）の実施にあたり、準備すべき資金調達に必要とされるコストを分

析する。 

 

（２） 利用情報・整備情報の分析（本報告書の「４．」に該当） 

 施設の稼働状況や将来的な利用動向の分析 

昨年度業務を踏まえ、現在の処理場・ポンプ場及び管きょがどのように

稼働しているかについて過去の経緯と現況を整理するとともに、三浦市の

将来的な人口動態推計等を基に施設の利用動向を推計し、今後の維持管理

に必要な基礎情報として整理する。 

 更新投資計画の整理 
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三浦市の現況を踏まえ、利用情報に加えて運営権設定対象施設における

資産の現況や劣化等リスク関連情報を把握して整備状況を踏まえた情報

を整理し、更新投資額を見積もった上で中長期的な維持管理のための情報

整理を行う。 

      

（３） 収益性関連情報の分析（本報告書の「５．」に該当） 

 敷地における利用規制等の整理 

本事業における処理場・ポンプ場等の利用にあたって、関係する法令、

条例等を列挙し、利用規制等の内容を整理、一覧化する。 

 任意事業等の検討 

本事業の運営権者が施設や敷地を利用するにあたり、自己の財源として

実施し収益を上げることが可能な任意事業 2等のスキーム、スケジュール

について検討する。 

 

（４） 実施スキームの詳細化・リスク分析（本報告書の「６．」に該当） 

 スキームの詳細化 

本事業に対する民間事業者の参入意向のヒアリングを実施した上で、そ

れに基づいた実現可能な事業スキームの詳細化を行う。 

 リスク分担の原案の詳細確認と修正 

昨年度業務で検討した、想定されるリスク及びリスクの分担方法を確認

した上で、コンセッション方式を導入するにあたって必要とされる三浦市

特有のリスクを洗い出し、民間事業者の参入を促すような三浦市と運営権

者のリスク分担について、望ましい責任主体を整理し修正する。 

 

（５） ＶＦＭ・運営権対価の算出（本報告書の「７．」に該当） 

 特定事業選定に係るＶＦＭの算出 

本事業の実施を判断するにあたり、下水道施設の維持管理及び改築更新

を効率的かつ効果的に実施する可能性を評価するため、ＶＦＭ（Value For 

Money）を算出する。 

 運営権対価の算出 

本事業を実施する際、三浦市と運営権者との間であらかじめ定める運営

権対価を試算する。 

 

2 本業務の仕様書では「付帯事業」を用いているが、先進例にならって、事業施設整備費や維持管理費を

運営権者自らの負担で行う独立採算の事業のことを、「任意事業」と称することとした。詳細は「５．２ 

任意事業の検討」において取り上げる。 
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（６） 民間事業者との対話実施（本報告書の「８．」に該当） 

上記の５項目（本報告書の「３．」～「７．」に該当）を本事業公募時に

おける民間事業者への提供資料として取りまとめ、本事業への参入に関心

のある民間事業者へ情報提供を行うとともに対話を実施し、民間事業者の

参入意欲、参加可能なコンセッション事業スキーム及び本事業のスケジュ

ール、任意事業の可能性等を総合的に検討する。 

 

なお、本事業は、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律

（以下「ＰＦＩ法」という。）に基づき選定された本事業を実施する民間事業者（２

以上の法人から構成される民間事業者を選定した場合は、当該構成員全員の総称とす

る。以下「優先交渉権者」という。）により設立された特別目的会社（以下「ＳＰＣ」

という。）がＰＦＩ法第１６条の規定に基づき、公共施設等運営権の設定を受けて、

公共施設等の管理者が所有権を有する公共施設等について運営等を行い、利用料金を

自らの収入として収受する、公共施設等運営事業（いわゆるコンセッション方式）に

より実施することを想定している。 

 

ＰＦＩ法第１６条 

公共施設等の管理者等は、選定事業者に公共施設等運営権を設定することができ

る。 
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２． 業務の背景・位置付け及び実施手順 

 

 業務の背景と位置付け 

 

２.１.１ 事業の概要 

 

昭和３０年１月１日に旧三崎町・南下浦町・初声村が合併して成立した三浦市では、

市域約３,１４４ｈａの全域が都市計画区域に指定され、うち市域の約４分の１に相

当する約７２９ｈａが市街化区域、残りの約２，４１５ｈａが市街化調整区域となっ

ている。平成２７年度末現在、行政人口４５，６８６人に対し処理区域人口は１５，

４１７人であり、普及率は３３．７％である。 

市域の都市化の進行に伴い、平成３年１１月２０日には東部処理区において三浦都

市計画下水道（公共下水道）の決定が行われた。下水道事業認可以降、公共下水道は

分流式で現在約２１４ｈａとなっており、これまでに処理場１施設（東部浄化センタ

ー：約２．１ｈａ）、ポンプ場１施設（金田中継センター）が建設され、平成２７年

度末現在で幹線管きょ８，４９６ｍを布設しており、幹線管きょの整備進捗率は現在

１００％となっている。 

 

表２－１ 計画人口・普及率等 

 

項目 全体計画 事業計画 現況 

（平成２７年度末） 

 

東部 

処理区 

目標年次 平成３２年度 平成３１年度 － 

処理区域面積（ｈａ） ３７０．５ ２３４．９ ２１３．８２ 

処理区域人口（人） ２１，６７０ １３，３２０ １５，４１７ 

水洗化人口（人） － － １３，７１８ 

水洗化率（％） － － ８９．０ 

三浦市 

全域 

行政人口（人） － － ４５，６８６ 

処理区域人口（人） － － １５，４１７ 

普及率（％） － － ３３．７ 
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図２－１ 三浦市公共下水道事業計画 下水道計画一般図（汚水） 
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表２－２ 全体計画と事業計画の比較 

 

区分 全体計画 事業計画 

計画目標年次 平成３２年度 平成３１年度 

計画策定年次 平成１１年度 平成２６年度 

関連市 三浦市 三浦市 

計画面積（ｈａ） ３７０．５ ２３４．９ 

計画人口 ２１，６７０ １３，３２０ 

営業用水率（％） ３０ ３０ 

地下水率（％） 日最大の１５％ 日最大の１５％ 

 日平均 日最大 時間最大 日平均 日最大 時間最大 

生活系汚水量原単位 

（Ｌ／人・日） 

家庭 ３００ ４００ ６００ ２７０ ３６０ ５４０ 

営業 － １２０ － － １１０ － 

観光 宿泊 ２５０ 

日帰り ２７ 

宿泊 ２２４ 

日帰り ２４ 

地下水 ８０ ７０ 

 日平均 日最大 時間最大 日平均 日最大 時間最大 

計画汚水量 

（㎥／日） 

家庭 ― ８，６６８ ― ― ４，７２３ ― 

営業 ― ２，６００ ― ― １，４４３ ― 

観光 宿泊 ７２５ 

日帰り ８７６ 

宿泊 ５２６ 

日帰り ７７９ 

地下水 １，７３４ ９３２ 

工場 ９８ ９８ 

計 １４，７０１ ８，５０１ 

※営業用水率は、生活用水に占める営業用水の割合を示す。 

 

２.１.２ 三浦市下水道事業の課題 

 

三浦市の下水道事業では、施設面・収支面において、現在それぞれ次のような課題

が生じている。 

 

（１） 施設面 

① 施設の老朽化（処理場・ポンプ場） 

平成８年に一部竣工した金田中継センター、平成１０年に一部竣工した

東部浄化センターのいずれも設備の老朽化が進行し、長寿命化計画に基づ

く更新、あるいは長寿命化対策が求められている。 

8 

 



 

 

② 施設の老朽化（管きょ） 

平成２７年度末現在、幹線管きょを含む管きょ延長は５８，０７９ｍで

あるが、平成４年の下水道建設以前に民間開発等で建設された汚水管の移

管を受けており、最も古いものでは昭和４９年に民間が布設してから４０

年以上経過する下水道施設も存在するため、老朽化対策が三浦市における

重要な課題となっている。 

 

（２） 収支面 

① 下水道会計の一般会計繰入金への依存 

下水道施設維持管理費用の増大や人口減少に伴う公共下水道事業の厳

しい財政収支等の課題に対応するため、三浦市では平成２３年４月以降に

東部浄化センター・金田中継センターの包括的維持管理業務委託を実施し

ているが、公共下水道事業特別会計の平成２７年度（決算ベース）では、

歳入の６０．４％が一般会計繰入金であり、下水道使用料による経費回収

率は３５．８％と低くなっている。 

 

② 市全体の厳しい財政状況 

一般会計繰入金への依存と並行して、三浦市全体の財政の厳しい状況が

続いており、平成２５年度決算からは実質公債費比率が１８％を超えて起

債許可団体となったことから現在は公債費負担適正化計画が策定された。 

平成２７年１０月には、厳しい財政事情を勘案して一般会計繰入金の抑

制を実施することと、今後の下水道施設の適正な維持管理を行うことを目

的とし、供用開始後初めて、全体で約１６％の下水道使用料値上げを行っ

た。 

 

③ 下水道使用料の更なる値上げの見通し 

将来的に、老朽化する下水道施設の維持管理を継続的に行うための費用

は増加することから下水道使用料のさらなる値上げが検討される見通し

であることに加え、将来的に想定される人口減少に伴い、下水道使用料収

入の漸減が見込まれることが大きな課題となっている。 

 

上記の課題に対応することを目的とし、今後さらに下水道経営の抜本的な改善を図

り、今後増大する下水道施設の更新・改修の需要に対応するために必要な人材を安定

的に確保することを目的として、専門的技術力を有する人材と効率的運営のノウハウ
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を有する民間事業者によるサービス調達を可能とするコンセッション方式を下水道

事業に導入する必要性について検討を開始した。 

 

２.１.３ コンセッション方式の導入による期待効果 

 

昨年度、三浦市では「三浦市公共下水道事業におけるコンセッション方式導入可能

性調査」を実施し、官民連携手法の導入による効率的な人材の配置や運用を通して、

下水道事業の課題への対応を図ることを検討した。 

 

表２－３ 昨年度業務で整理した三浦市の下水道事業における課題と対応策 

 

下水道事業の課題 原因 考えられる対応策 

高い経常収支比率 多額の地方債残高と一般

会計繰入金への依存 

経営改善と民間資金の活用 

使用料収入の減少 人口減少 組織の効率化と民間委託の導入 

高い維持管理費 施設管理方法の特殊性 民間のノウハウによる経費削減 

施設の老朽化 耐用年数の超過 アセットマネジメントを通した

長寿命化対策の実施 

効率的な更新、改築 

人員不足 厳しい財政と世代交代 民間活力の活用 

（出典：「三浦市公共下水道事業におけるコンセッション方式導入可能性調査報告書」） 

 

昨年度の検討においては、官民連携手法の導入にあたって、現在三浦市が東部浄化

センター・金田中継センターで実施している包括的民間委託 3に加え、従来型ＰＦ

Ｉ4・指定管理者制度（利用料金制）5・コンセッションの手法を比較した結果、民間

事業者のノウハウや技術を採用することが期待される三浦市の下水道事業では、コン

セッション方式の導入によって維持管理・更新投資の両面で効率化を図り、将来的な

財政状況の改善に資することが期待できると考察した。 

コンセッション方式の導入にあたっては、国内においてこれまで下水道分野への導

入例がないことから、事業範囲・事業年数・事業運営体制・資金調達方法・モニタリ

ング体制・市による出資の可能性・リスク分担を含む多岐にわたる検討が必要であり、

3 公共施設の維持管理・運営について性能発注により民間事業者に委ねる方式を指し、概ね契約期間は３

年～５年である。 
4
 施設の整備・維持管理運営を民間事業者が行い、発注者は当該施設の可用性に対して固定報酬を支払う

方式を指す。 
5
 公共施設の維持管理・運営について民間事業者に委ねることができ、施設の利用者より利用料を民間事

業者が収受できる方式を指す。 
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資産の査定や更新投資計画・事業スキームの策定により、どの程度コスト削減を図る

ことができるかを試算した上で、既存の施設のデューデリジェンス 6や、デューデリ

ジェンスに基づく適正な更新投資計画の策定を実施することで、コンセッション方式

の導入が現実的となると結論づけた。 

さらに、事業運営権対価の考え方や民間事業者の参入可能性の検討、実施スケジュ

ールの検討を通して、事業の安定的な実施を図りながらコンセッション方式の導入を

推進するため、本年度は、コンセッション方式の導入を前提として、収支・財務情報

の分析をもとに利用情報・整備情報の分析と収益性関連情報を分析し、実施した情報

整備に基づき事業スキームを詳細化するとともに、民間事業者の参画を促進するため

の方策の検討を実施することとし、下記に示す手順を通して行った。 

 

 業務の実施手順 

 

本業務の内容は、①収支・財務情報の分析、②利用情報・整備情報の分析、③収益性

関連情報の分析、④実施スキームの詳細化・リスク分析、⑤ＶＦＭ・運営権対価の算出、

⑥民間事業者との対話実施に大別される。 

まず三浦市の収支・財務情報を精査して運営権設定対象施設の資産評価を行い、利用

状況・整備状況を踏まえた改築更新計画を検討した。さらに運営権設定対象施設の劣化

等リスク関連情報を収集し、中長期的な維持管理に資する検討を加えた。 

 

表２－４ 本業務の実施手順 

 

調査の段階 調査内容 

①収支・財務情報の分析  収支見通しの詳細化（利用者ごとの需要見

通し及びその財務インパクトの分析） 

 会計構造の詳細検討を踏まえた財務分析

（補助金・負債等） 

 資金調達コストの分析 

②利用情報・整備情報の分析  施設の稼働状況や将来的な利用動向の分析 

 更新投資計画の整理 

③収益性関連情報の分析  敷地における利用規制等の整理 

 任意事業等の検討 

④実施スキームの詳細化・リスク分析  民間事業者のヒアリングに基づいたスキー

ムの詳細化とリスク分担の原案詳細の確認

と修正 

⑤ＶＦＭ・運営権対価の算出  特定事業選定に係るＶＦＭの算出 

 運営権対価の算出 

⑥民間事業者との対話実施  

6 事業の実施前に対象の資産価値やリスクについて調査を行うことであり、下水道事業において施設に対

して行うデューデリジェンスは、対象となる施設の資産状況の現状把握を行うことを指す。 
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本業務における実施手順を下図に示す。 

 

 

 

図２－２ 本業務の実施の流れ 
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３． 収支・財務情報の分析 

 

 本章の目的 

 

 本章では、コンセッション導入を検討するにあたり、三浦市公共下水道事業会計が

どのような現状になっているのか、またこれからどのような収支状況になっていくの

かについて、財務情報を整理し会計構造を分析することで、将来の見通しを把握する

ことを目的としている。本検討結果は三浦市の収支見通しの基礎となり、ＶＦＭ検討

の基礎になるとともに、公募時の開示資料とすることを予定している。 

 

 市の下水道事業について収支見通しの詳細化 

 

３.２.１ 人口減少に伴う使用料収入の下降について 

 

平成２７年１０月に公表された「三浦市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下

「三浦市人口ビジョン」という）では、将来にわたる人口推計が示されており、三浦

市人口ビジョンによると、2035 年（平成４７年）には３５，９８０人まで減少する

見込であり、平成２７年と比較すると約２２％の減少と厳しい状況が見込まれている。 

 これに伴い、下水道事業においては調定件数及び汚水量の低下を要因として下水道

使用料収入は今後漸減していくこととなる。 

 一方、三浦市では受益者負担の原則に基づき、平成２７年度に料金改定を行い、下

水道使用料を従来よりも約１６％値上げすることで、事業に必要な維持管理費等を賄

い事業の継続性を保っている。 

 

（参考）使用料収入推計値の算出根拠 
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図表３－１ 人口減少と使用料収入（試算）の推移 

 

 

 

 なお、本業務に際しては、保守的なシナリオとして「国立社会保障・人口問題研究

所」における三浦市人口推計に基づいた試算も実施しているが、三浦市が将来にわた

って行う施策による人口減少の抑制が反映された三浦市人口ビジョンの方がより精

度が高いと判断したため、収支・財務分析に際しては、三浦市人口ビジョンを基礎デ

ータとして採用している。 

 また、三浦市を構成する三崎地区、南下浦地区、初声地区のうち、公共下水道処理

区域である南下浦地区が他の２地域に比べて人口減少スピードが相対的に緩やかで

あることが示されていることから、当該セグメント情報も反映した収支シミュレーシ

ョンを作成している。 

本事業では、使用料収入総額の１５％を超える割合を占める大口顧客が存在する。

当該顧客の撤退や汚水量減少が下水道事業経営に与える影響は重大であることから、

年々の動態を確認するとともに、撤退や大幅な使用量減少が生じた際のリスク分担に

ついて整理しておく必要がある点、留意が求められる。 
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３.２.２ 公債費及び一般会計繰出金の推移について 

 

本事業では、これまで使用料金収入（歳入）の２倍を超える規模で公債費（歳出）

が生じており、これらの財源を確保するために多額の繰出金（歳出）を充当してきた

ことから、公債費が事業経営を圧迫し、機動的な取組みを十分に実施できなかった背

景がある。 

 この点、公債費は、過年度における整備事業に伴う起債額の償還及びその利息払い

から構成されるが、今後は順次償還期限を迎えることから、平成３２年度をピークに

減少に転じ、平成４１年度以降については、２億円前後を推移すると見込まれている。 

 

（参考） 

繰出金及び公債費の条件設定について 

 繰出金：三浦市下水道事業における歳出総額から歳入総額を差し引いた額を設定 

≪三浦市歳入歳出項目≫ 

 歳入 

１．分担金及び負担金 

２．使用料及び手数料 

３．国庫支出金 

４．繰入金（歳出総額と歳入総額の差額） 

５．繰越金 

６．諸収入 

７．市債（事業債等発行による収入） 

 歳出 

１．一般管理費（人件費、使用料及び賃借料、役務費、公課費等） 

２．汚水管きょ管理費 

３．処理場管理費 

４．ポンプ場管理費 

５．建設改良費 

６．公債費 

 公債費：既存の債務に対する返済額及び利息及び今後建設改良に伴い起債するこ

とを想定した事業債の返済額及び利息 

≪今後の建設改良に伴い起債することを想定した事業債の設定条件≫ 

 発行条件 

１．元利均等払方式 

（毎回の約定返済額を元金と利息で調整し一定にする返済方式） 
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       ２．固定金利１％ 

         （平成２４年～２７年の下水道事業債利率平均に基づき設定） 

       ３．発行期間 

 管きょ：４０年（標準耐用年数を参考に設定） 

   据置期間５年（三浦市実績を参考に設定） 

 管きょ以外：１５年（標準耐用年数を参考に設定） 

          据置期間３年（設計～工事完了までの期間相当を設定） 

（※据置期間：元本の返済が猶予されるまでの期間をいう。） 

なお、見込工事費のうち国庫補助を５０％として、残りの５０％につ

いて起債することを基本に試算している。 

 

図表３－２ 繰出金と公債費の推移 

 

 

 

 

  

上記のとおり、現在三浦市下水道事業の収支を圧迫している公債費の減少に伴い、繰出

金の規模は大幅に縮小していくことが見込まれる。 
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一方で、公債費の大幅な縮小に伴い一般会計からの繰入額も縮小されることを鑑みると、

下水道事業にかかる収支としては、三浦市の人口減少に伴う収入減少への対応が引き続き

求められることになる点、留意が必要である。 

 会計構造の詳細検討を踏まえた財務分析 

 

３.３.１ 三浦市における歳入歳出構造について 

 

三浦市における歳入歳出構造は平成２７年度実績において以下図表の通りであり、

歳出の半分以上を占める公債費を賄うために他会計からの繰入金に依存している状

況にある。 

平成２７年度決算における歳入総額に占める主な項目の割合は、繰入金（６０％）、

使用料等（２４％）、市債（１５％）と続いており、一般会計からの繰入金が突出し

て比重が高い構造となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３―３ 歳入に占める割合（平成２７年度実績） 

 

平成２７年度決算における歳出総額に占める主な項目の割合は、公債費（元本）（５

４％）、維持管理費（２５％）、公債費（利息）（１６％）と続いており、元利金を合

わせた公債費は、歳出総額の７割を超えるという比重の高い構造となっている。 
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図３－４ 歳出に占める割合（平成２７年度実績） 

 

≪考察≫ 

料金収入と維持管理費に着目すると、平成２７年度実績では概ね同様の規模であり、

同年度における約１６％の料金値上げを鑑みると、平成２８年度においては維持管理

費を上回る料金収入が見込まれる（平成２８年度決算では、使用料収入２７３百万円

に対して維持管理費は２６７百万円となることが見込まれている）。 

さらに、過年度において調達された巨額の整備費用に係る３０年物の公債償還期限

が順次到来しており、平成３０年代後半には公債費は大きく減少していくこととなる。 

（見込の減少推移については、図表３－２を参照） 

 民間事業者が応募するには、当該運営権者収支が利潤を確保したうえで黒字となる

必要があるため、上記分析結果を踏まえ、業務量や改築更新に伴うコスト比率等を調

整することで実現可能な事業収支モデルを構築する必要があると考えられる。 
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 資金調達コストの分析 

 

コンセッション方式においては、ＰＦＩ法上、運営権に抵当権を設定することが可

能とされており、金融機関等からの資金調達に際しては、これを担保として、融資を

受けるという効果を期待しうる。 

さらに、コンセッション方式を含むＰＦＩ事業の特徴として、金融機関等からの資

金調達を行うことで、金融機関が債権者としてＳＰＣの事業状況及び財務状況を実質

的にモニタリングするという機能を期待しうる点でメリットを享受することができ、

場合によっては、公共施設等管理者のモニタリングコストを相対的に削減し、市の財

政支出を抑えることができることもある点で優位性がある。 

このように、コンセッション方式を実施する場合に金融機関からの資金調達を行う

ことは一定の合理性があると考えられる。 

他方、公債を発行する場合に比して、民間の金融機関から融資を受ける場合の方が

一般的に金利は高いことから、官民一体で下水道事業全体を捉えることで、トータル

コストが少なくなるような資金計画を策定することが重要であると考えられる。 

そこで、本調査では、資金調達を行う場合の得失を踏まえ、三浦市における資金調

達の手段を検証した。 

まず、コンセッション方式による事業運営においては、公共施設等の所有権自体は

管理者側に留保されることから、運営権者は施設自体を担保に付すことはできず、運

営権という無形固定資産、すなわち、将来の収入を担保に資金の融資を受けるプロジ

ェクトファイナンスが用いられることが想定される。 

この点、プロジェクトファイナンスは、手続きが煩雑であり金融機関に支払う手数

料（一般的に数千万円規模となる場合もある）も含めて、たとえば参考として一般的

に１０億円を上回る投資でなければ、プロジェクトファイナンスは組まれにくいと言

われることもある。 

三浦市における更新投資に当てはめた場合、更新投資の負担割合について、事業採

算性を確保し応募者の参加を促すため、国庫補助の部分を除いた大部分を三浦市が負

担し、運営権者の負担割合は一定の水準に抑えられることが見込まれている。 

そして、対象資産である処理場やポンプ場の機械・電気設備及び管きょの更新投資

計画（表４－１８参照）において、最も工事費が嵩むことが予定される平成４０年に

おいても、本調査の試算では、運営権者の負担額は数千万円規模に留まると試算され

ていることから、期間を通じてプロジェクトファイナンスは馴染まないことが推測さ

れる（本調査においては、「公共下水道事業特別会計の事業の財源内訳（平成２７年

度当初予算）」を参考に、公債費元金償還金額に占める使用料収入金額割合を根拠と

して、工事費総額の２．３％を運営権者の負担となるよう条件を設定している）。 
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以上より、本事業において運転資金が不足するような期間が生じる見込みとなった

場合には、つなぎ融資を受けることも想定されるが、かかる場合には、株主劣後ロー

ンのような形で自己資本によって資金調達する方が、一般的には金利負担が軽くなる。

よって、民間金融機関からの融資を受けるよりも資金調達コストは有利であることか

ら、基本的には民間金融機関からの資金調達は想定されないと考察される。 

 

図表３－５ キャッシュフロー計算書抜粋（運営権者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪用語の説明≫ 

 運営権 

ＰＦＩ法第４章に定められる公共施設等運営権をいう。 

 抵当権 

非公表 

20 

 



 

債務者又は第三者が占有を移転しないで債務の担保に供した不動産につ

いて、他の債権者に先立って自己の債権の弁済を受ける権利をいう。民法

第３６９条第１項において定められている。 

 ＳＰＣ（Special Purpose Company） 

金融機関や事業法人が、保有する資産を証券化して資金調達することを目

的として設立する法人をいう。企業はＳＰＣを企業本体から独立させて倒

産隔離を図るとともに、企業本体ではなくＳＰＣの資産そのものの信用力

をもとに資金調達を行うことができるようになる。 

 プロジェクトファイナンス 

企業自身が借入を行うのではなく、プロジェクトを遂行するＳＰＣを事業

者として、企業本体とは独立して借入を行う資金調達の仕組みをいう。資

金調達の際の担保は、事業から発生する収益と事業の持つ資産のみが対象

となる。 

 つなぎ融資 

債務者の運転資本を確保するために、一時的に実行される融資をいい、ブ

リッジローンとも呼ばれる。一般的には、資金確保の目途はあるものの、

短期的に資金不足に陥る可能性がある場合に実行され、債権回収までとい

った一定条件下で融資されることが多い。 

 自己資本 

企業の資金調達を分類する概念で他人資本と区分される。出資者から調達

した資本金及び剰余金から構成され、借入金や社債などの他人資本と異な

り返済の義務はない。 

 劣後ローン 

会社が解散または経営破たんした際の返済順位が一般の債権よりも下に

なる無担保の債権をいう。一般の債権への返済後、残余財産から分配が行

われる。返済順位が劣る分、金利は高く設定され、株式に近い性格を有し、

自己資本の一部とみなされる。 

 

≪考察≫ 

上記の分析を踏まえて資金調達は後段のＶＦＭでは盛り込まないことが想定され

るが、一方でつなぎ融資については前提条件として盛り込む必要性があると考えられ

る。 
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４． 利用情報・整備情報の分析 

 

 本章の目的 

 

本章では、コンセッション導入を検討するにあたって、運営権設定対象施設の現状の

稼働状況について、三浦市公共下水道事業計画に基づいたこれまでの整備の経緯ととも

に情報の整理を行う。あわせて、今後想定が見込まれている三浦市の人口減少傾向を踏

まえて、現有施設の小規模化の可能性も含めて検討を行い、運営権設定対象施設の資産

状況をもとに今後策定する更新投資計画の前提となる更新投資の規模や対象工事を整

理することを目的とする。 

 

 施設の稼働状況や将来的な利用動向の分析 

 

三浦市における下水道施設は下表のような経緯をたどっており、現在は①東部浄化セ

ンター、②金田中継センター、③管きょがそれぞれ整備されている。 

 

表４－１ 施設整備の経緯 

 

時期 事項 

平成４年 幹線管きょ工事着手 

平成５年～７年 処理場用地埋立（面積：約２ｈａ） 

平成６年 ポンプ場建設着手 

平成７年 処理場建設着手 

平成８年 ポンプ場（金田中継センター）一部竣工 

平成１０年７月 処理場（東部浄化センター）一部竣工 

平成１１年７月 処理場汚泥処理棟一部竣工 

平成１４年３月 水処理棟第２系列一部竣工 

 

さらに、①東部浄化センター、②金田中継センター、③管きょについて、各施設の現

在の稼働状況は下記のように示すことができる。 
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表４－２ 運営権設定対象施設の概要 

 

項目 全体計画 事業計画 現況 

（平成２７年度末） 

汚水量 

（日最大：㎥／日） 

１４，７００ ８，５００ ７，０２７ 

①東部浄化センター 

処理方式 標準活性汚泥法 

計画水量（㎥／日） １４，７００ ８，５００ － 

処理能力（㎥／日） １４，７００ １０，７３０ ８，０５０ 

系列数 ３系列（６池） ２系列（４池） １．５系列（３池） 

②金田中継センター 

計画水量（㎥／分） 約１２．０ ６．８ － 

揚水能力（㎥／分） １８．０ １８．０ １２．０ 

③幹線管きょ 

（ｋｍ） 

８．５ ８．５ ８．５ 

 

（１） 東部浄化センター 

 

 

図４－１ 東部浄化センター一般平面図 

 

東部浄化センターの施設の整備状況は以下に整理する通りである。 
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① 整備状況 

 

表４－３ 東部浄化センターの整備状況① 

 

位置 敷地面積 処理

方法 

処理能力 備考 

三浦市南下浦 

金田２７３６

番地５ 

２１，２９４㎡ 

標準

活性

汚泥

法 

（全体計画） 

１４，７００㎥/日 
３系列 

平成１０年度末 ２，６８０㎥／日 ０．５系列 

平成１１年度末 ５，３６０㎥／日 １系列 

平成１３年度末 ８，０５０㎥／日 １．５系列 

 

表４－４ 東部浄化センターの整備状況② 

 

施設名 構造 現有主要施設 

管理本館（沈砂池） 
鉄筋コンクリート造 

地上３階 地下１階 

沈砂池 １池 受変電設備 １式 

汚水ポンプ ３台 自家発電設備 

１台 

水処理棟 
鉄筋コンクリート造 

地上１階 

最初沈殿池 ６池 

塩素接触槽 ２池 

エアレーションタンク ３池 

最終沈殿池 ６池 

汚泥処理棟 
鉄筋コンクリート造 

地上２階 地下１階 

汚泥濃縮槽 ２池 

汚泥脱水機 ２台 
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② 年間処理水量及び年間汚泥処分量 

 

表４－５ 年間処理水量及び汚泥処分量の推移 

 

年度 処理水量（千㎥） 汚泥処分量（ｔ） 
平成１０年度 １５ ０ 
平成１１年度 ４１９ ２１５ 
平成１２年度 ８２６ ５４５ 
平成１３年度 ９６５ ６９２ 
平成１４年度 １，０６３ ８４１ 
平成１５年度 １，０３８ ９２１ 
平成１６年度 １，２５１ １，０７４ 
平成１７年度 １，２８８ １，１８５ 
平成１８年度 １，３５７ １，３００ 
平成１９年度 １，４３６ １，２１３ 
平成２０年度 １，４９９ １，２５６ 
平成２１年度 １，５６１ １，２６２ 
平成２２年度 １，５６８ １，３３７ 
平成２３年度 １，４９４ １，０８９ 
平成２４年度 １，６１７ １，２８１ 
平成２５年度 １，５９５ １，３８１ 
平成２６年度 １，５８０ １，３１２ 
平成２７年度 １，６３５ １，３４９ 
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（２） 金田中継センター 

 

 

図４－２ 金田中継センター一般平面図 

 

 金田中継センターの施設の整備状況は以下に整理する通りである。 

 

① 整備状況 

 

表４－６ 金田中継センターの整備状況 

 

位置 敷地面積 能力 

1分間の揚水量 

構造 現有主要施設 

三浦市 

南下浦町金田

２０６番地８ 
４７０㎡ 

（全体計画） 

１８．０㎥／分 

鉄筋コンクリート

造 

地上２階 

地下２階 

沈砂ピット ２池 

汚水ポンプ ２台 

受変電設備 １式 

自家発電設備 １台 

（平成 12年度末） 

１２．０㎥／分 
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② ポンプ場施設整備状況 

 

表４－７ ポンプ場施設の整備状況 

 

施設名 施設能力 

上宮田１号マンホールポンプ ２台×（口径：１５０ｍｍ 吐出量：１．７４㎥／

ｍｉｎ 出力：５．５ｋＷ） 

上宮田２号マンホールポンプ ２台×（口径：８０ｍｍ 吐出量：０．６０㎥・ｍ

ｉｎ 出力：３．７ｋＷ） 

上宮田３号マンホールポンプ ２台×（口径：６５ｍｍ 吐出量：０．１８㎥／ｍ

ｉｎ 出力：０．７５ｋＷ） 

上宮田４号マンホールポンプ ２台×（口径：１００ｍｍ 吐出量：１．０２㎥／

ｍｉｎ 出力：３．７ｋＷ） 

上宮田５号マンホールポンプ ２台×（口径：６５ｍｍ 吐出量：０．３０㎥／ｍ

ｉｎ 出力：１．５ｋＷ） 

上宮田６号マンホールポンプ ２台×（口径：８０ｍｍ 吐出量：０．５８㎥／ｍ

ｉｎ 出力：７．５ｋＷ） 

金田１号マンホールポンプ ２台×（口径：６５ｍｍ 吐出量：０．１６㎥／ｍ

ｉｎ 出力：１．５ｋＷ） 

下宮田１号マンホールポンプ ２台×（口径：１００ｍｍ 吐出量：１．１４㎥／

ｍｉｎ 出力：１１ｋＷ） 

下宮田２号マンホールポンプ ２台×（口径：１００ｍｍ 吐出量：０．９０㎥／

ｍｉｎ 出力：５．５ｋＷ） 

下宮田３号ポンプ室 ３台×（口径：１００ｍｍ 吐出量：１．９０㎥／

ｍｉｎ 出力：７．５ｋＷ） 

下宮田４号マンホールポンプ ２台×（口径：１００ｍｍ 吐出量：１．４０㎥／

ｍｉｎ 出力：１５ｋＷ） 

菊名１号マンホールポンプ ２台×（口径：５０ｍｍ 吐出量：０．０８㎥／ｍ

ｉｎ 出力：１２ｋＷ） 

菊名２号マンホールポンプ ２台×（口径：５０ｍｍ 吐出量：０．０８㎥／ｍ

ｉｎ 出力：１．０ｋＷ） 

菊名３号マンホールポンプ ２台×（口径：５０ｍｍ 吐出量：０．０８㎥／ｍ

ｉｎ 出力：１．２ｋＷ） 
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（３） 幹線管きょ 

 

   幹線管きょの整備状況は以下に整理する通りである。 

 

表４－８ 幹線管きょの整備状況 

 

内容など 

名称 

位置 
管径 延長 進捗率 

起点 終点 

東部 

１号幹線 

三浦市南下浦町 

金田字雨崎 

三浦市南下浦町 

上宮田字芝原 

９００ｍｍ 

～ 

３５０ｍｍ 

５，２３４ｍ １００％ 

東部 

２号幹線 

三浦市南下浦町 

上宮田字松原 

三浦市南下浦町 

上宮田字青木田 

８００ｍｍ 

～ 

３００ｍｍ 

５３３ｍ １００％ 

東部 

３号幹線 

三浦市南下浦町 

上宮田字青木田 

三浦市南初声町 

下宮田字馬場 

５００ｍｍ 

～ 

１５０ｍｍ 

２，０９１ｍ １００％ 

東部 

３－１号幹

線 

三浦市南初声町 

下宮田字馬場 

三浦市初声町 

下宮田字馬場 

２５０ｍｍ 

～ 

１００ｍｍ 

２４０ｍ １００％ 

東部 

４号幹線 

三浦市南下浦町 

菊名字仲里 

三浦市南下浦町 

菊名字稲荷小路 

７００ｍｍ 

～ 

３５０ｍｍ 

２１１ｍ １００％ 

東部 

５号幹線 

三浦市南下浦町 

金田字入 

三浦市南下浦町 

金田字入 
４５０ｍｍ １８７ｍ １００％ 

合計    ８，４９６ｍ １００％ 

 

※ 下水道法施行規則第３条第１項において、下水排除面積が２０ｈａ以上の管き

ょを「主要な管きょ」としているが、三浦市ではこの「主要な管きょ」を「幹

線管きょ」として位置付けている。 

※ 東部１号と東部３号及び東部３－１号線の延長は、圧送管を含んだ延長となっ

ている。 

※ 延長については、整数止めとした。 
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なお、枝線まで含めた管きょ全体（総延長：５８，０７９ｍ）のうち、管種ごとの

内訳は下記の通りである。 

 

表４－９ 管きょの管種ごとの内訳 

（単位：ｍ） 

コンクリート管 

（ＨＰ） 

塩化ビニール管 

（ＶＵ） 

塩化ビニール管 

（ＶＰ） 

ダクタイル鋼鉄管 

（ＤＩＰ） 

ポリエチレン管 

（ＰＥ） 

合計 

１８，９８６．６２ ３６，８２２．８６ １９５．２０ １，９３２．３３ １４２．１４ ５８，０７９．１５ 

 

三浦市では人口減少が今後も続くと見込まれており、公共施設・上下水道の維持管

理・更新への影響が深刻化することが想定される。現在公表されている三浦市人口ビ

ジョンによると、事業年度の平成３１年度から平成５０年度までの間、市人口は５年

ごとに下記のような下方推移をたどると想定されている。 

 

表４－１０ 三浦市の人口減少の推移（市推計に基づく） 

（単位：人） 

平成３２年度 平成３７年度 平成４２年度 平成４７年度 

４３，８０２ ４１，２３２ ３８，５９８ ３５，９８０ 

（出典：三浦市人口ビジョン） 

 

また、人口減少に伴い、下水道の使用量も漸減することが想定されている。その結

果、下水道使用料収入も下方推移をたどり、その将来推計は下記のように見込まれる。 

 

表４－１１ 下水道使用料収入の推計 

（単位：百万円） 

平成３２年度 平成３７年度 平成４２年度 平成４７年度 

２６８ ２５８ ２４６ ２３４ 

 

人口減少によって、今後東部浄化センターに流入する水量も今後減少することが見

込まれる。東部浄化センターについては、平成２７年度の人口から１人あたりの処理

水量と汚泥処分量を仮に算出し、三浦市が示しているする人口推計を参照した上で、

平成３２年度以降５年ごとの処理水量と汚泥処分量をそれぞれ推計した。その結果、

基以下のような減少傾向をたどると想定される。 
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表４－１２ 東部浄化センターでの処理水量の推計 

（単位：千㎥） 

平成３２年度 平成３７年度 平成４２年度 平成４７年度 

１，５８１．２５ １，４８８．４８ １，３９３．３９ １，２９８．８７ 

 

表４－１３ 東部浄化センターでの汚泥処分量の推計 

（単位：ｔ） 

平成３２年度 平成３７年度 平成４２年度 平成４７年度 

１，３１４．０６ １，２３６．９６ １，１５７．９４ １，０７９．４０ 

 

 

 更新投資計画の整理 

 

４.３.１ 更新投資計画について 

 

本事業では、コンセッション方式導入期間（平成３１年度～平成５０年度）におい

て、総額で７０億円程度の更新投資が見込まれているが、機械・電気設備、管きょの

残存耐用年数を加味し、順次更新されていくこととなる。 

各設備の更新投資額は後述となるが、金田中継センター（ポンプ場）の機械・電気

設備は運営権方式導入直後より改築更新が開始される一方、東部浄化センター（処理

場）及び管きょの改築更新が本格的に始まるのは、それぞれ平成３７年度、平成４０

年度と計画されているところである。 

 

４.３.２ 既存の資産状況の整理 

 

現在、三浦市では平成２８年度から平成３２年度までの５年間は社会資本整備総合

計画に則って更新投資計画を実施している。同時に、運営権設定対象施設に関して、

三浦市では現在平成２８年度から平成３２年度までの当該５年間については長寿命

化計画を策定し、東部浄化センター及び金田中継センターにおける資産状況を調査し

た。調査の結果整理した資産の状況は以下の通りである。 

 

  

30 

 



 

表４－１４ 東部浄化センターの資産（機械設備） 
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表４－１５ 東部浄化センターの資産（電気設備） 

 

38 

 



 

 

39 

 



 

 

40 

 



 

 

41 

 



 

表４－１６ 金田中継センターの資産（機械設備） 

 

  

M-1 沈砂池設備 スクリーンかす設備 自動除塵機 №1細目自動除塵機 単一レーキ間欠式自動除塵機/伸縮アーム 水路寸法:幅 800mmx深さ 2800mm スクリ－ン目幅:20mm 1998 平成10 15

M-2 沈砂池設備 スクリーンかす設備 スクリーンかす脱水機 NO.1し渣脱水機 スクリュー式 処理能力: 600ℓ/時 1998 平成10 15

M-3 沈砂池設備 スクリーンかす設備 貯留装置 し渣搬出コンテナ ステンレス鋼製角形コンテナ（台車付） 貯留容量：0.3ｍ3 1998 平成10 15

M-4 沈砂池設備 スクリーンかす設備 スクリーン №2細目スクリーン 手搔き式スクリーン 水路寸法:幅 800mmx深さ 2800mm スクリ－ン目幅:20mm 1998 平成10 15

M-5 沈砂池設備 汚水沈砂設備 揚砂ポンプ №1揚砂機 撹拌羽付水中サンドポンプ 口径:80A 揚程:20m 揚水量:0.5m3/min 1998 平成10 15

M-6 沈砂池設備 汚水沈砂設備 沈砂分離機 沈砂分離機 サイクロン 口径:80A 処理量:0.3m3/min 1998 平成10 15

M-7 沈砂池設備 汚水沈砂設備 沈砂洗浄機 沈砂洗浄機 機械攪拌式 処理能力:0.3㎥/時 洗浄水量0.05㎥/min 1998 平成10 15

M-8 沈砂池設備 汚水沈砂設備 貯留装置 沈砂搬出コンテナ ステンレス鋼製角形コンテナ（台車付） 貯留容量：0.3ｍ3 1998 平成10 15

M-9 ポンプ設備 汚水ポンプ設備 水中攪拌機 ポンプ井攪拌機 水中撹拌曝気式 送気量:0.5m3/min 吐出口径:267mm 1998 平成10 10

M-10 ポンプ設備 汚水ポンプ設備 ポンプ本体 №1汚水ポンプ 吸込スクリュー水中汚水ポンプ 口径:200mm 吐出x揚程:5.9m3/minx23m 1998 平成10 15

M-11 ポンプ設備 汚水ポンプ設備 ポンプ本体 №2汚水ポンプ 吸込スクリュー水中汚水ポンプ 口径:200mm 吐出x揚程:5.9m3/minx23m 1998 平成10 15

M-12 ポンプ設備 汚水ポンプ設備 吐出弁 №1汚水ポンプ用吐出弁 電動外ネジ式仕切弁 口径:200mm 使用圧力:0.23MPa 1998 平成10 15

M-13 ポンプ設備 汚水ポンプ設備 吐出弁 №2汚水ポンプ用吐出弁 電動外ネジ式仕切弁 口径:200mm 使用圧力:0.23MPa 1998 平成10 15

M-14 ポンプ設備 汚水ポンプ設備 吐出弁 №3汚水ポンプ用吐出弁 手動外ネジ式仕切弁（将来電動化） 口径:200mm 使用圧力:0.23MPa 1998 平成10 15

M-15 ポンプ設備 汚水ポンプ設備 逆止弁 №1汚水ポンプ用逆止弁 スイング式 口径:200mm 使用圧力:0.23MPa 1998 平成10 15

M-16 ポンプ設備 汚水ポンプ設備 逆止弁 №2汚水ポンプ用逆止弁 スイング式 口径:200mm 使用圧力:0.23MPa 1998 平成10 15

M-17 水処理設備 用水設備 自動給水装置 給水ユニット 圧力タンク付自動給水ユニット 給水能力:0.18m3/minx0.25MPa 1998 平成10 15

M-18 付帯設備 ゲート設備 流入ゲート №1流入ゲート 鋳鉄製角形電動急閉ゲート W500×H700 1998 平成10 25

M-19 付帯設備 ゲート設備 流入ゲート №2流入ゲート 鋳鉄製角形電動急閉ゲート W500×H700 1998 平成10 25

M-20 付帯設備 クレーン類物あげ設備 クレーン類物あげ装置 搬出入用チェーンブロック（工事用） ギャードトロリー付手動チェーンブロック 定格荷重:5t 揚程:20m 横行装置:ギャ-ドトロリー付 1998 平成10 20

M-21 付帯設備 クレーン類物あげ設備 クレーン類物あげ装置 搬出入用チェーンブロック（メンテ用） ギヤードトロリー付電動チェーンブロック 定格荷重:1.5t 揚程:20m 横行装置:ギャ-ドトロリー付 1998 平成10 20

M-22 付帯設備 クレーン類物あげ設備 クレーン類物あげ装置 揚砂機吊上用チェーンブロック ギャードトロリー付手動チェーンブロック 定格荷重:1t 揚程:11m 横行装置:ギャ-ドトロリー付 1998 平成10 20

M-23 付帯設備 クレーン類物あげ設備 クレーン類物あげ装置 汚水ポンプ保守用チェーンブロック ギャードトロリー付手動チェーンブロック 定格荷重:2t 揚程:10m 横行装置:ギャ-ドトロリー付 1998 平成10 20

M-24 付帯設備 配管類 仕切弁 汚水流量計用手動仕切弁（上流） 外ネジ 両勾配 丸ハンドル付 口径:350mm 使用圧力:0.23MPa 1998 平成10 30

M-25 付帯設備 配管類 仕切弁 汚水流量計用手動仕切弁（下流） 外ネジ 両勾配 丸ハンドル付 口径:350mm 使用圧力:0.23MPa 1998 平成10 30

M-26 付帯設備 脱臭設備 活性炭吸着装置 活性炭吸着塔 立形吸着塔（３層） 処理風量:30m3/min 吊上装置内蔵形 1998 平成10 10

M-27 付帯設備 脱臭設備 ファン 吸引ファン 片吸込ターボファン 30ｍ3/min 330mmAq 1998 平成10 10

M-28 付帯設備 脱臭設備 活性炭吸着装置 ミストセパレータ 慣性ブレード式 30ｍ3/min 1998 平成10 10

調査
番号

大分類 中分類 小分類 機器名称 形式 供用開始年度
標準
耐用
年数

仕様
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表４－１７ 金田中継センターの資産（電気設備） 

 

 

  

E-1 電気計装設備 受変電設備 柱上開閉器 柱上気中開閉器 OAG-CDK
過電流ロック形高圧気中開閉器（過電流蓄勢ト

リップ付地絡トリップ形（SOG））
1998 平成10 18 22 15

E-2 電気計装設備 受変電設備 断路器盤 引込受電盤 H-1
1500W×2300H×2000D　屋内型キュービク
ル

1998 平成10 18 22 20

E-3 電気計装設備 受変電設備 変圧器盤 変圧器盤 T-1
1300W×2300H×2000D　屋内型キュービク
ル

1998 平成10 18 22 20

E-4 電気計装設備 受変電設備 低圧主幹盤 低圧主幹盤 L-1
1000W×2300H×2000D　屋内型キュービク
ル

1998 平成10 18 22 20

E-5 電気計装設備 制御電源及び計装用電源設備 蓄電池盤 直流電源盤 DC-1(KS20-50MSE)
800W×2350H×1000D　屋内型キュービク
ル

1998 平成10 18 22 10

E-6 管理棟 電気設備 動力制御盤 建築動力盤　制御盤 2P-1 600W×990H×230D　屋内壁掛型 1998 平成10 18 22 15

E-7 管理棟 電気設備 動力制御盤 建築動力盤　制御盤 2P-2 500W×1200H×235D　屋内壁掛型 1998 平成10 18 22 15

E-8 管理棟 電気設備 動力制御盤 建築主幹盤　分電盤 MLP-1 600W×1800H×250D　屋内壁掛型 1998 平成10 18 22 15

E-9 管理棟 電気設備 電灯分電盤 電灯分電盤 2L-1 600W×1300H×205D　屋内壁掛型 1998 平成10 18 22 15

E-10 管理棟 電気設備 電話器類 電話端子盤 2T-1 550W×740H×130D　屋内壁掛型 1998 平成10 18 22 15

E-11 電気計装設備 自家発電設備 発電機 自家発電装置 閉鎖形（搭載形）
200kVA　420V　φ0.8　屋内型キュービク
ル(蓄電池含む）

1998 平成10 18 22 15

E-12 電気計装設備 自家発電設備 補機盤 自家発補機盤 G-1 800W×2350H×800D　屋内自立閉鎖形 1998 平成10 18 22 15

E-13 電気計装設備 自家発電設備 消音器 一次排気消音器 MPK-200FL 搭載形　キュービクル型 1998 平成10 18 22 15

E-14 電気計装設備 自家発電設備 消音器 二次排気消音器 FDK-250L 別置形 1998 平成10 18 22 15

E-15 電気計装設備 自家発電設備 燃料タンク 燃料小出槽 LA-L-2C 980L 1998 平成10 18 22 15

E-16 電気計装設備 自家発電設備 排気ファン 排気ファン ― 換気ダクト内設置、換気量260m3/min
at65℃

1998 平成10 18 22 15

E-17 電気計装設備 自家発電設備 給気ファン 給気ファン ― 給気ダクト正面設置、換気量254m3/min
at40℃

1998 平成10 18 22 15

E-18 電気計装設備 負荷設備 コントロールセンタ コントロールセンタ１ CC-1(1) 600W×2350H×600D　屋内自立防水形 1998 平成10 18 22 15

E-19 電気計装設備 負荷設備 コントロールセンタ コントロールセンタ２ CC-1(2) 600W×2350H×600D　屋内自立防水形 1998 平成10 18 22 15

E-20 電気計装設備 負荷設備 コントロールセンタ コントロールセンタ３ CC-1(3) 600W×2350H×600D　屋内自立防水形 1998 平成10 18 22 15

E-21 電気計装設備 負荷設備 コントロールセンタ コントロールセンタ４ CC-1(4) 600W×2350H×600D　屋内自立防水形 1998 平成10 18 22 15

E-22 電気計装設備 監視制御設備
シーケンスコント
ローラ

監視操作コントローラー盤 MGC（ZI-PC) 700W×2350H×600D　屋内垂直自立形 1998 平成10 18 22 10

E-23 電気計装設備 監視制御設備 補助リレー盤 補助継電器盤1 Ry-11（ZI-RY) 800W×2350H×600D　屋内型キュービクル 1998 平成10 18 22 15

E-24 電気計装設備 監視制御設備 補助リレー盤 補助継電器盤2 Ry-21（ZI-RY) 800W×2350H×600D　屋内型キュービクル 1998 平成10 18 22 15

E-25 電気計装設備 監視制御設備 監視盤 監視計装盤 KP-1（ZI-K) 1450W×2350H×1000D　屋内垂直自立形 1998 平成10 18 22 15

E-26 電気計装設備 監視制御設備 監視盤 グラフィックパネル MGP（ZI-CD)
1060W×1550H×1300D　コントロールデス
ク形

1998 平成10 18 22 15

E-27 電気計装設備 監視制御設備
テレメータ・テレコ
ントロール装置

遠方監視制御装置（親局） TM-1（ZI-TM) 600W×2350H×600D　屋内垂直自立形 1998 平成10 18 22 10

E-28 電気計装設備 監視制御設備
テレメータ・テレコ
ントロール装置

遠方監視制御装置（子局） TM-2（ZI-TM) 590W×2350H×600D　屋内垂直自立形 1998 平成10 18 22 10

E-29 電気計装設備 監視制御設備 現場盤 流入ゲート現場操作盤 LCB-1（ZI-LCB) 700W×1600H×300D　屋内自立防水形 1998 平成10 18 22 15

E-30 電気計装設備 監視制御設備 現場盤
細目自動除塵機/し渣脱水機現
場操作盤

LCB-2（ZI-LCB) 900W×1950H×500D　屋内自立防水形 1998 平成10 18 22 15

E-31 電気計装設備 監視制御設備 現場盤 揚砂機現場操作盤 LCB-3（ZI-LCB) 600W×1600H×300D　屋内自立防水形 1998 平成10 18 22 15

E-32 電気計装設備 監視制御設備 現場盤 沈砂洗浄機現場操作盤 LCB-4（ZI-LCB) 600W×1600H×300D　屋内自立防水形 1998 平成10 18 22 15

E-33 電気計装設備 監視制御設備 現場盤 汚水ポンプ現場操作盤 LCB-5（ZI-LCB) 900W×1950H×500D　屋内自立防水形 1998 平成10 18 22 15

E-34 電気計装設備 監視制御設備 現場盤 吸引ファン現場操作盤 LCB-6（ZI-LCB) 600W×1600H×300D　屋内自立防水形 1998 平成10 18 22 15

E-35 電気計装設備 監視制御設備 現場盤 ポンプ井攪拌機現場操作盤 LCB-7（ZI-LCB) 500W×700H×300D　屋内壁掛防湿形 1998 平成10 18 22 15

E-36 電気計装設備 監視制御設備 現場盤 排気ファン現場操作盤 1P-1 445W×695H×230D　屋内壁掛型 1998 平成10 18 22 15

E-37 電気計装設備 計測設備 流量計 汚水流量計 FE-1（KID-10B-）
電磁流量計、検出器変換器分離形、口径

350mm　レンジ：0～1000m３/h
1998 平成10 18 22 10

E-38 電気計装設備 計測設備 レベル計 流入渠水位計 LT-1 投込式液面計、レンジ：0～20m 1998 平成10 18 22 10

E-39 電気計装設備 計測設備 レベル計 ポンプ井水位計 LT-2A 投込式液面計、レンジ：0～5m 1998 平成10 18 22 10

E-40 電気計装設備 計測設備 レベル計 ポンプ井水位計 LT-2B 静電容量式レベルセンサ レンジ：0～5m 1998 平成10 18 22 10

E-41 電気計装設備 監視制御設備 現場盤
機器搬出入用チェーンブロック
（メンテ用）電源箱

― 300W×400H×205D　屋外壁掛防湿形 1998 平成10 18 22 15

仕様 供用開始年度
経過
年数

標準
耐用
年数

形式Ｎｏ. 大分類 中分類 小分類 機器名称

43 

 



 

上記で整理を行った資産の現況把握により整理した情報をもとに、平成３３年度以

降については東部浄化センター及び金田中継センターの機械設備及び電気設備を対

象として、標準耐用年数に基づき、耐用年数超過後に更新することを基本として更新

投資額を積算した。 

また、管きょについては長寿命化計画は未策定であるが、今後のコンセッション事

業導入においては本管改築、蓋交換や管口耐震工事等、改築更新費用を見積っている。

ただし、既設管路の劣化状況等の把握については、別途調査を実施することとしてい

る。 

 

図表４－１８ 各施設における見積更新投資額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表の補足説明≫ 

   当該見積更新投資計画は、当然に運営権者負担となる維持管理費（修繕費等の単費

事業）は含めず、三浦市と運営権者が共同で負担することとなる改築更新及び各種計

画に係るコストのみを抽出している。当該資料の目的は、コンセッションに移行した
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際、民間事業者がどれだけ資金調達を行えばよいか試算する際の基礎資料となるべく

情報整理を行っている。 

   また、上記試算の趣旨に鑑みて、平成２８年度から平成３２年度までの期間におい

て、一部汚水管きょの整備事業（新設）が含まれている。 

 

４.３.３ 運営権設定対象施設における更新投資計画 

  

現在の東部浄化センター及び金田中継センターの機械設備及び電気設備に関する資

産状況を整理した結果、三浦市では、管きょとあわせた運営権設定対象施設全体につ

いて、それぞれ平成５０年度までについて、残存耐用年数ベースで更新投資計画の策

定を検討している。各施設ごとの更新投資規模及び対象工事一覧は以下に記載する通

りである。 

 

（１） 管きょにおける更新投資計画について 

 

図表４－１９ 汚水管きょ更新投資計画 
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表４－２０ 対象工事一覧 

 

管きょ 本管改築工事 

人孔改築工事 

蓋交換工事 

管口耐震工事 

マンホールポンプ改築工事 

汚水管整備 

自動除塵機機械工事 

自動除塵機電気工事 

受変電設備工事 

ポンプ設備工事 

 

（２） 東部浄化センターにおける更新投資計画について 

 

図表４－２１ 東部浄化センター更新投資計画 
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表４－２２ 対象工事一覧 

機械 沈砂池設備 

汚水ポンプ 

水処理１系 

水処理２系 

用水設備 

消毒 

濃縮設備 

脱水設備 

  

汚水ポンプ 

水処理１系 

水処理２系 

用水設備 

消毒 

濃縮設備 

脱水設備 

受変電設備 

自家発電設備 

監視制御設備 

 

（３） 金田中継センター更新投資計画について 

図表４－２３ 金田中継センター更新投資計画 
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表４―２４ 対象工事一覧 

 

土木 防食塗装 

手摺，グレーチング，簡易覆蓋 

タラップ,鉄蓋 

建築 建築付帯設備 

機械 №１細目自動除塵機 

№１し渣脱水機 

し渣搬出コンテナ 

№２細目スクリーン 

№１揚砂機 

沈砂分離機 

沈砂洗浄機 

沈砂搬出コンテナ 

ポンプ井攪拌機 

№１汚水ポンプ 

№２汚水ポンプ 

№１汚水ポンプ用吐出弁 

№２汚水ポンプ用吐出弁 

№３汚水ポンプ用吐出弁 

№１汚水ポンプ用逆止弁 

№２汚水ポンプ用逆止弁 

給水ユニット 

№１流入ゲート 

№２流入ゲート 

搬出入用チェーンブロック（工事用） 

搬出入用チェーンブロック（メンテ用） 

揚砂機吊上用チェーンブロック 

汚水ポンプ保守用チェーンブロック 

汚水流量計用手動仕切弁（上流） 

汚水流量計用手動仕切弁（下流） 

活性炭吸着塔 

吸引ファン 

ミストセパレータ 
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電気 柱上気中開閉器 

引込受電盤 

変圧器盤 

低圧主幹盤 

直流電源盤 

建築動力盤 制御盤 

建築動力盤 制御盤 

建築主幹盤 分電盤 

電灯分電盤 

電話端子盤 

自家発電装置 

自家発補機盤 

一次排気消音器 

二次排気消音器 

燃料小出槽 

排気ファン 

給気ファン 

コントロールセンタ１ 

コントロールセンタ２ 

コントロールセンタ３ 

コントロールセンタ４ 

監視操作コントローラー盤 

補助継電器盤 1 

補助継電器盤 2 

監視計装盤 

グラフィックパネル 

遠方監査制御装置(親局) 

遠方監視制御装置(子局) 

流入ゲート現場操作盤 

細目自動除塵機/し渣脱水機現場操作盤 

揚砂機現場操作盤 

沈砂洗浄機現場操作盤 

汚水ポンプ現場操作盤 

吸引ファン現場操作盤 

ポンプ井攪拌機現場操作盤 

排気ファン現場操作盤 

汚水流量計 

流入渠水位計 

ポンプ井水位計 

ポンプ井水位計 

機器搬出入用チェーンブロック（メンテ用）電源箱 
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４.３.４ 各種計画の策定状況 

 

上述の通り、東部浄化センター及び金田中継センターの機械設備及び電気設備、並

びに管きょについては、標準耐用年数を経過し更新時期を迎えるものが多く、場合に

よっては喫緊に更新が必要な設備も存在する。 

一方で、これらの資産すべてを直ちに更新することは物理的にも予算的にも困難で

あることから、資産の機能を効果的かつ効率的に維持していくことを目的として、ス

トックマネジメント計画や長寿命化計画等、各種計画の策定が求められている。 

 

① ストックマネジメント計画（処理場・ポンプ場・管きょを対象） 

平成２８年度に創設された下水道ストックマネジメント支援制度（社会資本

整備総合交付金 防災・安全交付金）では、「下水道施設全体を一体的に捉えた

ストックマネジメント計画の策定とそれに基づく点検・調査、改築を支援し、

施設全体の持続的な機能確保及びライフサイクルコストの低減を図る」とされ

ているところ、三浦市においても、コンセッション方式移行初年度（平成３１

年度予定）に、運営権者と協働で計画を策定する予定である。 

 

② 長寿命化計画（処理場・ポンプ場を対象） 

平成２７年度に東部浄化センター、平成２８年度に金田中継センターの保有

資産について平成３２年度までに実施する長寿命化計画を策定した。これらの

施設については、引き続き５年ごとに計画を策定することが予定されている。 

他方、管きょに関する計画も予定されており、コンセッション方式導入後、

運営権者とも協働しながら５年ごとに策定される予定となっている。 

 

③ 総合地震対策計画 

管きょについて、重要な幹線等に位置付けられる路線に対して当該計画を策

定する予定である。 

 

④ 下水道事業継続計画策定 

現在、三浦市では三浦市下水道事業継続計画（ＢＣＰ）の概要版を策定して

いるが、今後、災害発生時に下水道機能が低下した際でも下水道事業を実施・

継続するために必要なＢＣＰの詳細版を策定する予定である。 
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５． 収益性関連情報の分析 

 

 敷地における利用規制等の整理 

 

三浦市の下水道事業は、国の社会資本総合整備計画に基づき、現在は下記２種類の社

会資本整備総合交付金の交付対象となっている。 

 

① 三浦市における循環のみちの実現（第二期） 

計画期間：平成２８年度～平成３２年度（５年間） 

対象事業：汚水管きょの設置及びアクションプラン策定 

 

② 三浦市における安心・安全な下水道事業（防災・安全） 

計画期間：平成２８年度～平成３２年度（５年間） 

対象事業：東部浄化センター及び金田中継センターの改築更新 

 

社会資本整備総合交付金の交付に際しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年８月２７日法

律第１７９号。以下「適正化法」という）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、国土交通省所管補助金等交付規則（平成

１２年総理府・建設省令第９号）その他の法令及び関連通知、社会資本整備相互交付金

交付要綱（以下「交付要綱」という）の定めにより実施することとされている。 

三浦市の下水道事業の場合、交付要綱が定める対象事業のうち、①が基幹事業の中の

下水道事業（公共下水道、流域下水道又は都市下水路の設置又は改築に関する事業）、

②が防災・安全交付金事業における下水道事業（公共下水道、流域下水道又は都市下水

路の設置又は改築に関する事業のうち浸水対策その他の防災・安全対策に係る事業に限

る。）にそれぞれ相当している。 

この場合、適正化法においては補助事業を遂行するにあたって、用途規制と、目的外

使用の場合における補助金交付決定の取消及び補助金返還を定め、補助金対象事業の利

用規制を置いている。 
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適正化法第１１条第１項 

補助事業者等は、法令の定並びに補助金等の交付の決定の内容及びこれに附した条

件その他法令に基く各省各庁の長の処分に従い、善良な管理者の注意をもつて補助

事業等を行わなければならず、いやしくも補助金等の他の用途への使用（利子補給

金にあつては、その交付の目的となつている融資又は利子の軽減をしないことによ

り、補助金等の交付の目的に反してその交付を受けたことになることをいう。以下

同じ。）をしてはならない。 

 

適正化法第１７条第１項 

各省各庁の長は、補助事業者等が、補助金等の他の用途への使用をし、その他補助

事業等に関して補助金等の交付の決定の内容又はこれに附した条件その他法令又

はこれに基く各省各庁の長の処分に違反したときは、補助金等の交付の決定の全部

又は一部を取り消すことができる。 

 

適正化法第１１条第１項 

各省各庁の長は、補助金等の交付の決定を取り消した場合において、補助事業等の

当該取消に係る部分に関し、すでに補助金等が交付されているときは、期限を定め

て、その返還を命じなければならない。 

 

 任意事業の検討 

 

任意事業とは、運営権設定対象施設において運営権者が実施する運営権の対象となる

事業とは別に、本事業用地内の未利用地において、施設整備費や維持管理費を運営権者

自らの負担で行う独立採算の事業のことをいう。任意事業については、東部浄化センタ

ーの敷地内において処理場施設以外のスペースを対象として、運営権の対象として実施

すべき事業以外に行うことのできる事業の可能性について検討した。 

なお、前項で挙げた通り、適正化法等の定めによって実施されている交付金対象に含

まれている事業である東部浄化センターで任意事業を実施することは、適正化法に規定

される「他の用途への使用」、いわゆる目的外使用となる可能性があることから、市で

は事業の募集要項の公告時にこの旨を周知した上で、実際に対象地で事業を行おうとす

る運営権者と協議の上で任意事業の計画・運用を実施することが求められる。 
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①高度処理用地（計画）：約４，８７６．５㎡ 

②汚泥処理用地（焼却施設・計画）：約６４５．３㎡ 

③第三系列建設予定用地：約１，９７０．４㎡      

合計：７，４９２．２㎡ 

 

図５－１ 任意事業の実施が想定される東部浄化センターの対象地 

 

任意事業に利用できる空地に対して、任意事業として、平成２４年から導入された再

生可能エネルギー固定価格買取制度（以下「ＦＩＴ制度」という。）を利用した売電収

入を見込むことのできる再生可能エネルギー事業のうち、導入件数が多い太陽光発電及

び風力発電の可能性を検討した。なお、バイオマス資源である下水汚泥の資源有効活用

事業として考えられる水素製造事業、下水汚泥肥料製造事業、消化ガス発電事業につい

ては、環境施策の取り組みとして着目されているが、現在、三浦市では、東部浄化セン

ターから排出される下水汚泥を資源化するため三浦地域資源ユーズ株式会社に搬入し

ていることから、他の下水汚泥の資源有効活用事業の実施が困難である現状に鑑み、本

業務では検討対象に含めていない。 

 

（１） 太陽光発電 

太陽光発電のうち、出力が１ＭＷ（メガワット）（１,０００ｋＷ）以上の施設を

メガソーラーと総称しており、災害時において太陽光発電設備で発電した電気を非

① 

② 

③ 
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常用電源として使用することで分散型電源を確保することや、行政財産を有効活用

することが利点として挙げられる。一般的に１０ｋＷ以上の太陽光発電が産業用と

認識されているが、建設から稼働までの期間が短いメガソーラーの場合、近年は平

成２４年から３年連続で設置件数が増加している。 

 

表５－１ １０ｋＷ以上の太陽光発電の設置規模ごと件数の推移 

（単位：件数） 

 １０ｋＷ以上 

５０ｋＷ未満 

５０ｋＷ以上 

５００ｋＷ未満 

５００ｋＷ以上

１，０００ｋＷ未満 

１，０００ｋＷ以上

２，０００ｋＷ未満 

２，０００ｋＷ以上 全体 

平成２４年 ５，５８５ １７４ ３５ ４９ ０ ５，８４３ 

平成２５年 ３６，６７５ ２，３１３ ８６２ ７０７ ２９ ４０，５８６ 

平成２６年 ４７，６６９ ２，０２６ ９５２ ９５７ ６７ ５１，６７１ 

平成２７年 ４１，２２５ １，１６８ ７０８ １，０９６ ７８ ４４，２７５ 

平成２８年 ９，８６７ ３７２ １８７ ３３２ ２７ １０，７８５ 

 

三浦市でも現在空地となっている上記①～③にメガソーラー施設の導入を検討

する場合、首都圏で代表的な既存のメガソーラー発電所の施設と比較すると、最大

出力はいずれも１，０００ｋＷを超えて電力の安定供給が可能であるものの、敷地

面積については下表の通りいずれも１００，０００㎡を超える敷地において建設さ

れており、現在の三浦市における任意事業対象地の規模では、メガソーラー施設に

必要な敷地面積が確保できない可能性があると考えられる。 

 

表５－２ 首都圏におけるメガソーラーの設置概要 

 

 浮島太陽光発電所 扇島太陽光発電所 米倉山太陽光発電所 

最大出力 ７，０００ｋＷ １３，０００ｋＷ １０，０００ｋＷ 

推定発電 

電力量／年 

約７４０万ｋＷｈ 約１，３７０万ｋＷｈ 約１，２００万ｋＷｈ 

敷地面積 約１１０，０００㎡ 約２３０，０００㎡ 約１２５，０００㎡ 

所在地 神奈川県川崎市 神奈川県川崎市 山梨県甲府市 

  

メガソーラーを設置するにあたっては、経済産業省が規模別にシステム費用を概

算して公表しているが、これによると１，０００ｋＷ以上のシステム規模の場合、

費用は２７．５万円／ｋＷ（平成２５年１０～１２月期）である。 
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メガソーラー発電所を設置する場合、必要な敷地面積を確保した場合であっても

必要となる費用が２億７，５００万円以上となり、下水道事業の財政規模と収支を

勘案するとメガソーラー発電所への初期投資は難しいと想定できる。 

 

（２） 風力発電 

 

風力エネルギーを電気エネルギーに効率的に変換できる発電方法として採用さ

れている風力発電の場合、沿岸域である対象地に設置する際に設置面積のみを勘案

した場合において、単機出力２，０００ｋＷ級の風力発電機１基につき、一般社団

法人日本風力発電協会の試算によると、据付時に最大で１０，０００㎡程度の工事

用地が必要であることから、太陽光発電（メガソーラー）同様に、三浦市における

任意事業対象地の規模では、風力発電施設に必要な敷地面積が確保できない可能性

があるといえる。 

 

 再生可能エネルギーである太陽光発電、風力発電ともに、国が定める要件を満たす設

備を設置して新たに発電を開始する場合、発電した電気の全量が電力会社等による買取

対象となる固定価格買取制度（以下「ＦＩＴ制度」という。）の対象となり、発電者に

よる発電設備の建設コストの回収の見通しを立ちやすさと普及の拡大が制度の趣旨目

的なっている。 

 発電事業に必要なコストを基礎に算定された買取価格について、平成２９年度では１

０ｋＷ以上の太陽光発電では調達価格が１ｋＷｈあたり２４円＋税／（調達期間：２０

年間）、２０ｋＷ以上の風力発電の場合は調達価格が１ｋＷｈあたり２２円＋税（調達

期間：２０年間）と定められている。 

電力買取価格は、太陽光発電の場合、平成２４年７月にＦＩＴ制度が開始して以降下

降傾向にあり、今後も買取価格の減少が続くと、建設にかかる初期投資を回収できるよ

うな電力売却収入を見込むことが難しくなる懸念が生じると考えられる。なお、風力発

電の場合ではＦＩＴ制度の開始以降、買取価格に変化はない。 

 

表５－３ ＦＩＴ制度における太陽光買取価格（２０ｋＷ以上）の推移 

 

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

買取価格 ４０円＋税 ３６円＋税 ３２円＋税 ２９円＋税 ２４円＋税 

※平成２７年４月から６月は２９円＋税、７月からは２７円＋税と引き下げられた。 
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 考察 

 

 エネルギー発電施設の設置には相当程度の敷地の広さを要することから、合計約７，

５００㎡程度の東部浄化センターの空地では、上記に見たような任意事業に必要な広さ

が確保できていない。 

後述する事業者ヒアリングにおいても、任意事業の提案は導入や採算可能性の調査を

必要とすることから提案者に提案コストの負担となるとの意見が挙げられている。この

ため、今後の民間事業者からの提案時においては、各社が有する独自のノウハウ・技術

を用いた先進的かつ効率的な提案を期待するものの、事業者に任意事業の提案を義務化

するのではなく、積極的に任意事業の活用を見据えながら実現可能な提案を加点要素と

する方針が望ましいと考えられる。 
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６． 実施スキームの詳細化・リスク分析 

 

 本章の目的 

 

本事業に対する民間事業者の参入意向のヒアリングも踏まえて、それに基づいた実現

可能な事業スキームの詳細化やリスク分析の見直しを行う。 

また、昨年度業務で検討した、想定されるリスク及びリスクの分担方法を確認した上

で、コンセッション方式を導入するにあたって必要とされる三浦市特有のリスクを洗い

出し、民間事業者の参入を促すような三浦市と運営権者のリスク分担について、望まし

い責任主体を整理し修正する。 

 

 スキームの詳細化 

 

６.２.１ 事業面における要請 

 

 三浦市の事業では以下のような課題を抱えており、事業スキームはこれらの課題に対応

するスキームである必要がある。 

 

（１） 施設の老朽化について 

先述の通り、三浦市では東部浄化センターや金田中継センター、管きょ等において施設

の老朽化が進んでおり、これらの長寿命化対策や改築更新が必要になっており、この対応

が可能な事業実施方針が求められている。 

平成２７年度に三浦市が実施した東部浄化センターの長寿命化計画の策定においては、

『下水道事業の手引き（平成２７年版）』に基づく土木・機械・電気設備の標準的耐用年

数や対象設備の劣化状況を確認した結果、下記のような改築方針を取りまとめた。 

 

表６－１ 東部浄化センターの施設状況 

 

工種 資産数 

（合計） 

内訳 

更新（再構築） 長寿命化対策 維持（修繕） 

土木 ３８ １ ０ ３７ 

機械設備 ２１７ ２ ０ ２１５ 

電気設備 １７６ １６ ０ １６０ 

合計 ４３１ １９ ０ ４１２ 

（出典：『平成２７年度三浦市東部浄化センター長寿命化計画策定業務委託計画説明書』） 
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また、三浦市は平成２８年度に、金田中継センターの長寿命化計画の策定においては、

下記のような改築方針を取りまとめた。 

 

表６－２ 金田中継センターの施設状況 

 

工種 資産数 

（合計） 

内訳 

更新（再構築） 長寿命化対策 維持（修繕） 

土木 ３３ ０ ０ ３３ 

機械設備 ２８ ２ ２ ２４ 

電気設備 ４１ ５ ０ ３６ 

合計 １０２ ７ ２ ９３ 

（出典：『平成２７年度三浦市金田中継センター長寿命化計画策定業務委託計画説明書』から集計） 

 

 また、管きょについては、平成４年度から公共下水道の整備に着手したが、それ以前に

民間開発等により設置された管きょの移管も受けている。移管を受けた管きょのうち、最

も古いものは昭和４９年度に布設されており、既に４０年以上が経過しているため、今後

はこうした管きょを始めとして、改築更新が必要になる。 

 

表６－３ 管きょの整備状況 

 

整備年度 累計延長（ｍ） 

昭和４９年度～平成元年度 １２，８７０．８２ 

平成４年度～平成２７年度 ４５，２０８．３３ 

総延長 ５８，０７９．１５ 

（出典：『平成２８年３月 三浦市管渠調書』） 

 

（２） 人員不足について 

 人員については、三浦市では下記に掲げる下水道関連業務について、平成２８年４月現

在は課長以下の７名で所掌しているが、今後の下水道施設の改築更新業務の増加やストッ

クマネジメントが今後増加することが見込まれている。 

本業務では、まず下水道課が実施している個別具体の業務について、内容によって洗い

出しを行った。続いて、洗い出しを行った業務をリスト化した上で、リストごとに下水道

課における普及グループ、整備グループの各職員に対し、業務ごとの年間業務従事時間を

調査した。なお、調査の詳細結果は巻末に参考資料として掲げる。 

 目安としては、正職員の年間の従事時間は、下記の式で算出できる。 
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７．７５時間／日 × ２０日／月 × １２か月 ＝ １，６６０時間 

 

表６－４ 普及グループ職員の年間業務従事時間 

 

 職員Ａ 職員Ｂ 職員Ｃ 臨時職員Ｄ 

年間業務従事時間 １９７１．３５ １９５６．７５ １９２６．２ １３０２ 

 

表６－５ 整備グループ職員の年間業務従事時間 

 

 職員Ｅ 職員Ｆ 職員Ｇ 臨時職員Ｈ 

年間業務従事時間 １９２９ ２３１２ １９９９ １７０１ 

 

今回調査した普及グループ、整備グループともに、常勤職員の業務時間は目安となる時

間をいずれも超過しており、対応すべき業務に対して人員が現時点においても不足してい

ることが分かる。 

さらに、計上した現行の業務配分をもとに、業務内容ごとに何名の人員が従事している

かを算出した。まず、三浦市下水道課の職員（常勤職員・臨時職員の両方を含む）が従事

している年間業務時間の合計１５，０７９．３時間を、業務内容の性格から関連業務、財

政関連業務、庁内調整業務、維持管理業務、計画策定業務、その他業務に分類した。 

現状の年間業務時間を現行の職員数７名で実施していると仮定し１名あたりの年間業

務時間を算出した。さらに、分類した業務ごとの年間合計時間から、当該業務が何名の人

員を要するかについて仮定し、各業務分類の所要人員を計算した。 

また、今後、コンセッション方式の導入に伴って東部浄化センター、金田中継センター

に加えて管きょも対象として含まれることから増加が見込まれる改築更新業務について

も所要人員の算出を行った。具体的には、三浦市の下水道事業を現行職員７名で賄ってい

ると仮定し、その上で、平成２６年度の三浦市下水道会計歳出の合計を現行職員数で除し

て１名あたりの下水道会計歳出を算出した。また、更新投資計画の整理の過程で算出した

今後２０年間で想定されている建設改良費の年平均を算出した。この建設改良費の年平均

の想定額と、すでに算出した１名あたりの下水道会計歳出を比較し、１年あたりの建設改

良費の年平均額の場合、どの程度改築更新計画の規模を実施するにあたって人員が必要と

されるかを算出した。 

この結果、下記の通り、試算上では最低でも今後、約２．３名分の人員が必要となると

する推計が得られた。しかしながら、三浦市の状況では追加人員を要望したとしても了承

される状況にはないことから、民間人材の活用が急務になっている。 
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表６－６ 現状の職員の業務ごとの従事割合と今後の増加人数の見込み 

 

  

これらの課題に対応することが現状のスキームの対応策として求められる。 

 

６.２.２ 財務面における要請 

 

（１） 一般会計繰入金への依存 

 三浦市では財政的に厳しい環境下にあり、企業債の新規発行にも余裕がない状況

にある。そのため、一般会計繰り入れについても抑制が必要であり、現状水準の抑

制が効くスキームが求められている。 

 

（２） 使用料収入の減少 

使用料収入についても前述の通り人口減少と相まって減少傾向にあり、この状況

に対応するスキームも求められる。具体的には一定の需要減少リスクについては民

間事業者の創意工夫により効率化を行うことでできる限り使用料の値上げを抑制

するようなスキームが望ましい。 

 

６.２.３ 事業面、財務面の要請を踏まえたスキームにおける方式検討 

 

上記の課題について一般的な方式と比較すると以下のような対応になり、コンセッション

方式が三浦市の課題に対して最も解決に資する方式として考えられる。 

  

市における現行の業務内容

業務分類 所要人員

手続関連業務 約1.6名

財政関連業務 約0.8名

庁内調整業務 約0.2名

維持管理業務 約2.5名

計画策定業務 約0.2名

その他業務 約1.7名

合計 7名

※計算の根拠

現行の職員数（７名）を、三浦市下水道課の業務時間（合
計：１５，０９７．３時間）の構成比で振り分けて計算を行い
上記の結果を得た

今後増加する業務内容

業務分類 所要人員

改築更新業務
（管きょ＋東部浄化センター＋

金田中継センター）
約2.3名

※計算の根拠

平成２６年度の三浦市下水道会計歳出を下水道課職員
の７名で賄っていると仮定し、今後２０年間で想定される
建設改良費の年平均と比較して計算を行い上記の結果を
得た
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表６－７ コンセッション方式と他の方式との比較 

 

 包括的民間委託 

（現状） 

従来型 PFI 指定管理者 

（利用料金制） 

コンセッション

方式 

 • 公共施設の維持

管理・運営につ

いて性能発注に

より民間事業者

に委ねる方式

（概ね３年～５

年の契約） 

• 施設の整備・維

持管理運営を民

間事業者が行

い、発注者は当

該施設の可用性

に対して固定報

酬を支払う方式 

• 公共施設の維持

管理・運営につ

いて民間事業者

に委ねることが

でき、施設の利

用者より利用料

を民間事業者が

収受できる方式 

• 施設の所有権を

発注者に残した

まま、維持管

理・運営を民間

事業者が行う方

式。計画策定や

改築更新も契約

上含めることが

できる。 

①施設の老

朽化 

• ストックマネ

ジメントや改

築更新は自前

で発注するた

め課題の解決

にならない。 

• 改築更新を民

間のノウハウ

により効率的

に実施が可能。 

• ただし、ストッ

クマネジメン

トや長寿命化

計画までは市

が担う。 

• ストックマネ

ジメントや改

築更新は自前

で発注するた

め課題の解決

にならない。 

• 改築更新を民

間のノウハウ

により効率的

に 実 施 が 可

能。 

• アセットマネ

ジメントを通

した長寿命化

計画の実施を

民間に委ねら

れるためより

効率的な改築

更新も可能。 

②一般会計

繰入金への

依存 

• 改築更新は直

営のため現状

以上の効率化

が期待しにく

い。 

• 改築更新の効

率化によりコ

スト削減が期

待できる。 

• 改築更新は直

営のため現状

以上の効率化

が期待しにく

い。 

• 長寿命化対策

と改築更新の

効率化により

コスト削減が

期待できる。 
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 包括的民間委託 

（現状） 

従来型 PFI 指定管理者 

（利用料金制） 

コンセッション

方式 

③使用料収

入の減少 

• 固定報酬である

ため、使用料収

入の減少が改善

の動機にならな

い。 

• 固定報酬である

ため、使用料収

入の減少が改善

の動機にならな

い。 

• 民間との需要リ

スクの共有が可

能。 

• ただし、コンセ

ッション方式に

比べて維持管理

部分の工夫まで

しかできない。 

• 民間との需要リ

スクの共有が可

能。 

④人材不足 • ストックマネ

ジメントや改

築更新を担う

人材が不足し

たままになる。 

• 改築更新を担

う人材につい

ては民間人材

で対応可能。 

• ストックマネ

ジメントや改

築更新を担う

人材が不足し

たままになる。 

• ストックマネ

ジメントや改

築更新で増加

する分を民間

人材で対応可

能。 

備考 改築更新や長寿命

化計画までを含め

る事例もあるが、

利用料金制ではな

いため効率化努力

が限定的になる。 

 前例なし 浜松市で事業者選

定中 

 

６.２.４ 法制度面における要請 

 

事業スキームを検討する上では法的整合も当然重要になる。下水道事業の場合は国土交

通省所管の下水道法があり、同法に基づいて事業スキームを組み立てる必要がある。 

下水道法を踏まえると対象に出来る業務、できない業務は以下のように分類することが

できる。できる限り民間企業に委ねる考えに立てば、以下の方針に基づいて公権力の行使

に係る業務や法律上管理者が行うことが定められている業務以外は委ねることが考えら

れる。 
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表６－８ コンセッションに含めることができる業務 

 

コンセッションに含められる業務 理由 

施設の運転、維持管理・修繕＜事実行為＞ ＰＦＩ法第２条第６項 

（全面除却を伴わない）改築更新の実施 

＜事実行為＞ 

運営権ガイドライン 7（内閣府） 

維持管理マネジメント（施設保全計画・管理、

外注計画、労働安全衛生管理、危機管理など） 

ＰＦＩ法第２条第６項 

契約期間中の改築更新の時期や内容に関す

る企画 

ＰＦＩ法第２条第６項 

運営権ガイドライン（内閣府） 

下水道利用料金の自らの収入としての収受 ＰＦＩ法第２３条第１項 

下水道利用料金水準の決定、管理者への届出 ＰＦＩ法第２３条第２項 

 

ＰＦＩ法第２条第６項 

この法律において「公共施設等運営事業」とは、特定事業であって、第十六条の規

定による設定を受けて、公共施設等の管理者等が所有権（公共施設等を構成する建

築物その他の工作物の敷地の所有権を除く。第二十九条第四項において同じ。）を

有する公共施設等（利用料金（公共施設等の利用に係る料金をいう。以下同じ。）

を徴収するものに限る。）について、運営等（運営及び維持管理並びにこれらに関

する企画をいい、国民に対するサービスの提供を含む。以下同じ。）を行い、利用

料金を自らの収入として収受するものをいう。 

 

ＰＦＩ法第２３条第１項 

公共施設等運営権者は、利用料金を自らの収入として収受するものとする。 

ＰＦＩ法第２３条第２項 

利用料金は、実施方針に従い、公共施設等運営権者が定めるものとする。この場合

において、公共施設等運営権者は、あらかじめ、当該利用料金を公共施設等の管理

者等に届け出なければならない。 

 

大きな考え方として、今回の事業では東部浄化センター及び金田中継センターの機械・

電気設備の更新投資及び維持管理運営に加えて管きょに係る更新投資及び維持管理も含

むこととし、下水道事業全体の効率化のマネジメントを実施するものである。なお、耐震

化については管きょのみを想定している。 

 

  

7 内閣府が公表している『公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関するガイドライン』を指す。 
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表 ６－９ コンセッションに含めることができない業務 

 

コンセッションに含められない業務 理由 

下水道の管理に係る最終的な責任 下水道法第３条に規定 

資産所有 公共施設等運営権の定義に基づく 

事業計画（下水道法第４条に基づく）の策定 下水道法第４条に規定 

国庫補助に係る手続 国庫補助の対象は地方公共団体と定義 

会計検査の受検 会計検査院法第２３条 

各種命令など公権力に係る業務 公権力の行使は民間事業者が行えないため 

管理者が徴収する下水道使用料に係る強制

徴収 

下水道法第２０条第１項に規定 

運営権者の業務遂行状況のモニタリング 業務の性格上民間事業者が行えないため 

既往下水道事業債の償還 地方公共団体自らが事業債を発行したため 

下水道条例や実施方針条例の管理 条例制定権は地方公共団体に固有のため 

下水道使用料水準の上限など大枠の決定（実

施方針に関する条例より定める） 

実施方針に関する条例で規定 

受益者負担金、損傷者負担金、原因者負担金

などの受領 

下水道所有権は地方公共団体に固有のため 

都市計画決定など、都市計画法に係る手続 都市計画法に規定 

 

６.２.５ 民間事業者の視点 

  

事業スキームを検討する上では民間事業者の視点も重要になる。後述する民間事業者

へのサウンディングにおいてはコンセッション方式は各者共通して関心が最も高いス

キームになっており、民間事業者参入という点からもコンセッション方式は有効と考え

られる。 

また、民間事業者からのヒアリングでは採算性を確保することが重要という意見が多

く、後述のリスク分担に加えて、需要減少による採算性悪化時の採算性確保の方法とし

て委託料の支払いについて検討することとする。 

 

６.２.６ 各種要請を踏まえたスキーム案 

  

上記までの内容を整理すると以下のような事業スキーム（案）が考えられる。なお、

現時点では民間事業者に SPCの設置を求めることを想定している。これは以下の理由に

よる。 

・ 出資企業の破たんの影響をコンセッション事業が影響を受けないようにするこ

と 

・ コンセッション事業の影響を出資企業が影響を受けないようにすること 

・ SPCを市内に設置することを義務付け市の経済に貢献してもらうこと 
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図６－１ 現時点で想定される事業スキーム（案） 

 

６.２.７ スキームの詳細論点 

 

（１） 事業期間の検討 

 まずは、東部浄化センター及び金田中継センターにおける更新投資の緊急性を

踏まえて検討することが考えられる。 

更新投資が数年間に分散すること、更新等の多くが１５年間の耐用年数の機器

が多いことから１５年の期間に比べて２０年の期間とする方が事業期間中に減価

償却が終了する資産が多く運営権者の責任が明確化しやすい設備が多くなること

から２０年間の事業期間とすることとした。 
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図６－２ 事業期間の検討方法 

 

（２） 市出資の検討 

昨年度検討した官民出資について以下のような論点から検討した。 

 

論点 運営権者となるＳＰＣに、三浦市の出資を入れるかどうか。 

三浦市が出資した場合、その出資比率をどうするか。 

出資する場

合の条件 

 経営上の突発的事態に備え、資金不足に陥る事態を回避するために必要

な金額が資本金として求められる。 

 安定的な経営を担保し、同業他社など第三者が株式を取得し経営に関与

することに伴う経営体制の恣意的な変更を避けるために、株式には譲渡

制限を設けること（譲渡制限会社）により当初の公募時に選定された事

業者以外の民間事業者の参入を制限することが望ましい。 

 事業者による効率的な事業運営を行うためには、民間事業者の裁量を大

きくし、三浦市のコントロールを最小限とすることが重要になるため、

民間事業者の持ち分を極力大きくすることが求められる。 
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表６－１０ 官民ＪＶを設立した場合の一般的なメリット・デメリット 

 

メリット デメリット 

 ガバナンスの強化（市のコントロールの

しやすさ）が可能になる 

※ただし、出資比率により関与が異な

り、コントロールを強化するためにはよ

り大きな出資比率が求められる 

 市の財政負担が増加する（現状の財政下

では、毎年度の予算に制約があるため、

出資した場合、当該金額分、予算の枠が

減少することになる可能性がある） 

 市のコントロールによる経営の自由度

の低下を懸念して参入企業が減少する

可能性がある 

 官民ＪＶへの参与について市民・議会か

ら同意を得られない可能性がある 

 

三浦市では財政上投資金額が限定される状況が続いており、官民ＪＶを設立する場

合、官民ＪＶへの出資を行うことで、限られた投資金額の中でその他事業に対し投資

できる金額が減少し、更新投資等の支出が限定される懸念が出てくる。 

このため、官民ＪＶを設立することで新たに生じる出資については、できる限り抑

制することが重要になると思われる。 

また、官民ＪＶを設立した場合には、出資を行う市が経営に一定程度のコントロー

ルを有することになるため、民間事業者は経営の自由度の低下を懸念して本事業に参

入することを手控える可能性も危惧される。本業務において民間事業者からのヒアリ

ングを実施した際には、官民ＪＶの設立に積極的な意見は得られなかった。 

一方、官民ＪＶを設立しない場合の市による管理について検討すると、ガバナンス

の観点からは、契約に基づき、提案時の事業計画に加え、毎年度の実施計画、更新投

資に係る計画などについて運営権者に提出を求め、これを市が確認し、必要に応じて

修正を行うなどの対応を行うことにより、コンセッション方式を導入した場合であっ

ても実質的に最終的な意思決定権限は三浦市側に留保されるため、十分な管理を行う

ことが可能であると思われる。 

これらを勘案して官民ＪＶについては今回採用しないという結論に至った。 

 

（３） 利用料金及び下水道使用料金の設定割合について 

 

 「利用料金」の取扱い 

ＰＦＩ法では、「公共施設等運営権者は、利用料金を自らの収入として収受

するものとする」とされている。これに対し、本事業においては、従来徴収さ

れていた下水道使用料をＰＦＩ法に基づく利用料金として捉え、運営権者が収

受することとしている。 
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一方で、市民に対する料金徴収は引き続き三浦市が行うことから、料金徴収

に関する手数料等、運営権者は市に対して役務の提供に対する対価を別途支払

うこととなる。 

 

 下水道使用料金の取扱い 

『下水道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライ

ン』（国土交通省水管理・国土保全局下水道部（平成２６年３月））によると、

事業スキームの検討について「下水道使用者の利便性や円滑な事業実施等に

配慮した最適な事業形態を管理者の判断で選択していくことが重要である。

管理者が公共人件費や既往債償還分等を下水道使用料として徴収すること

により運営権者に運営権対価を求めない形態等、多様な事業手法の採用も想

定される」とされている。これは、下水道使用料を一部公共側に残す場合に、

運営権対価が生じるほど運営権者側の収支が十分でない場合は運営権対価

を求めなくても良いことを示していると解せられる。 

本事業における取扱いは処理場から管きょまで含める事業範囲を踏まえ

て下水道使用料のほぼ全てを運営権者の利用料金として取り扱うことが予

定されているが、公共人件費や既往債償還分は市側で生じるため、当該分の

財源を下水道使用料を残す形とするのか、運営権対価で収受するのか最終的

な市としての収支見通しを確定し、その時点での運営権者の収支見通しを確

定した上で判断することになると考えられる。運営権対価の見込みが公共人

件費や既往債償還分相当に満たない可能性が高い場合は市として当該分を

一般会計繰り入れにより充当する必要が出るため、優先交渉権者決定後に予

算措置することが求められる。一方で当該分の財源を下水道使用料で徴収す

れば、このような予算措置は不要となるが、利用料金収入の減少は民間事業

者の参入意欲に影響する可能性もあり慎重な判断が求められる。 
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図６－３ 下水道事業における一般的スキーム 

（出典：『下水道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライン』） 

 

（４） 改築更新に係る官民の負担割合について 

 

 改築更新の位置づけ 

下水道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライン

においては、「運営権者は下水道施設の維持管理マネジメント（施設保全計

画・管理、外注計画、労働安全衛生管理、危機管理等）、改築更新等に係る

企画及び前掲したＰＦＩ法第２３条に基づく下水道利用料金の運営権者収

益としての収受等の業務を実施することができる。 

こうした事業範囲において、民間事業者は維持管理で培ったノウハウを活

かして、改築更新を最適化していくことが期待される」とされている。 

 

 運営権者の改築更新の一部負担について 

 本事業において、運営権者の業務の範囲には、処理場、ポンプ場及び管き

ょの改築更新が含まれており、運営権者は改築更新に係る企画から発注、並

びに係る費用を負担することが想定される。仮に、改築更新の負担を全て交

付金及び起債で賄う場合、運営権者は当該改築更新費用の抑制は運営権者の

収支に影響しないため、より安全に事業を運営するためにより高価な機器導

入を行う判断等に至る可能性がある。改築更新の一部を負担させれば、当該

負担分が運営権者の収支に影響するため、採算性確保の面から更新投資をで
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きる限り抑制することが期待される。そのため、一部負担は必須と考えられ

る。 

運営権者は、施設を使用し役務を提供することにより利用料金を収受する

ことから、従前より受益者負担となっていた部分、すなわち改築更新に係る

公債費のうち使用料金により返済している金額については、引き続き利用料

金を収受する運営権者が負うべきと考えられる。 

 

（５） 事業期間の延長について 

基本的には事業期間は官民で定めた期間に基づくことが重要であるが、予測がで

きない状況により事業期間を延長することが望ましいことも想定される。 

例えば、事業期間が終了に近い状況で大災害が生じた場合、現運営権者が事業を

継続的に担わなければ事業が中断してしまうような状況も危惧される。そのため、

こうした状況においては事業期間の延長が可能なように規定することが望ましい。 

 

（６） 運営権譲渡対象資産について 

行政処分となる公共施設等運営権の設定は、ＰＦＩ法第２条第１項において「公

共施設等」を対象としている。このため、運営権設定対象外の資産については、運

営権者に調達させるか、三浦市の資産を譲渡する又は貸与する必要が生じる。 

 

ＰＦＩ法第２条第１項 

この法律において「公共施設等」とは、次に掲げる施設（設備を含む。）をいう。 

一  道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、水道、下水道、工業用水道等の公共 

施設 

二  庁舎、宿舎等の公用施設 

三  賃貸住宅及び教育文化施設、廃棄物処理施設、医療施設、社会福祉施設、 

更生保護施設、駐車場、地下街等の公益的施設 

四  情報通信施設、熱供給施設、新エネルギー施設、リサイクル施設（廃棄物 

処理施設を除く。）、観光施設及び研究施設 

五  船舶、航空機等の輸送施設及び人工衛星（これらの施設の運行に必要な施 

設を含む。） 

六  前各号に掲げる施設に準ずる施設として政令で定めるもの 

 

（参考）先行事例 

譲渡：仙台空港、浜松市公共下水道終末処理場 

貸与：但馬空港（無償）、国立女性教育会館（施設・設備長期維持管理業務委託契約） 
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なお、運営権設定対象施設と譲渡（貸与）資産の明確な線引きはなされていない

が、実務上は、所有権が管理者に残り更新投資を要求している資産を公共施設と一

体とみなして前者として取り扱い、譲渡資産として物品リストに掲載される資産を

後者として取り扱われている。 

運営権の対象とならない物品の譲渡または貸与によって運営権者にコスト負担

を求める場合、運営権者の費用増につながるため事業者収支を押し下げることとな

る。当該分は運営権対価が生じる場合にはその減少につながり、運営権対価が生じ

ない場合は運営権者の収支が赤字になることから当該分を市が負担することにな

る。いずれの場合においても市にとって財務的なメリットが生じないことが想定さ

れる。 

一例としては但馬空港では無償貸付にしている例がある。同事業は、運営権対価

を０円とし、かつ、債務負担行為で業務委託費を支払う条件になっており、この場

合貸付料を課すことは委託費の増加につながる関係になると思われ、結果的に発注

者が負担につながることが想定される。そこで、実務上の煩雑性を回避する目的で

無償貸付にしていると推察される。 

三浦市下水道コンセッションにおいても但馬空港の事例と同様の構造になる可

能性が考えられるため、無償貸付とすることが一案になる。この場合、三浦市「財

産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例」に則った行政手続きが必要と考えられ

る。 

無償貸付の場合、事業者収支に影響を及ぼさないことから、動産リストを作成の

うえ、現場確認の際、事業者に目視確認してもらうことで足りると考えられる。目

視確認によって、追加要望が出れば、リストアップするかどうか追加で検討をする

必要があると考えられる。 

 リスク分担の原案の詳細確認と修正 

 

本事業におけるリスク分担については、昨年度に「三浦市公共下水道事業における

コンセッション方式導入可能性調査」業務において、内閣府の『ＰＦＩ事業における

リスク分担等に関するガイドライン』に加え、国土交通省水管理・国土保全局下水道

部下水道企画課の『下水道事業における公共施設運営事業等の実施に関するガイドラ

イン（案）』における下水道事業特有のリスクを参照して検討が行われた。 

 

６.３.１ リスク分担の原案 

 

昨年度業務におけるリスク分担の検討では、本事業において三浦市で官民ＪＶを組

成することを前提としていたことから、市と官民ＪＶの側で事業開始前に責任負担を

明確とすべきリスクを、下表の各項目の下部に（※１）として特記した。 
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なお、昨年度の検討段階において、官民ＪＶに関連し、原因が市側と官民ＪＶ側の

場合に責任分担が異なるリスクとしては、第三者賠償リスク、事故リスク、政策転換

リスク、経営リスク、自主事業リスク、債務不履行リスク、中途終了リスクが挙げら

れた。 
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表６－１１ 検討当初（平成２７年度）のリスク分担案 

 

項目 種類 内容 三浦市 運営 

権者 

不可抗力 不可抗力リスク 自然災害（地震など）、騒乱など人為的事

象による損害、事業変更、中止 

※下水道事業に特有な損害として、台風

等異常気象に伴う下水道設備の処理能力

を超えた雨水の混入等 

  

不可抗力に起因する増加費用及び事業中

断に伴う増加費用その他損害に関するも

ののうち、一定の金額まで又は保険など

の措置により合理的にカバーされる損害

の範囲を超えるもの 

  

不可抗力に起因する増加費用及び事業中

断に伴う増加費用その他損害に関するも

ののうち、一定の金額まで又は保険など

の措置により合理的にカバーされる損害

の範囲内のもの 

  

経営努力を行ってもなおリスクを負担し

きれない場合 

  

制度関連 法令変更リスク 事業に直接影響する法制度新設、変更   

直接影響しない法制度新設、変更   

税制変更リスク 当該事業に関する税制度新設、変更   

上記以外の法人税率などの変更   

業務遂行 業務遂行中断・ 

不能リスク 

実施契約にない要因に基づく業務遂行中

断・不能 

  

上記以外の理由による業務中断・不能   

第三者損害 

 

第三者賠償リスク 

（※１） 

仕様・要求水準に従って施設整備を行っ

ても避けることのできない第三者損害 

  

官民ＪＶの責に帰すべき事由による第三

者への賠償 

  

市の修繕した施設などで、官民ＪＶが市

の維持管理指針に基づき市と協議して定

めた保守点検計画を実施しなかったこと

で不具合が生じた場合の第三者への賠償 

  

非公表 
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項目 種類 内容 三浦市 運営 

権者 

市が修繕した施設などで、官民ＪＶが保

守点検計画を実施したにもかかわらず不

具合が生じた場合の第三者への賠償 

  

官民ＪＶが修繕した施設などで、官民Ｊ

Ｖが保守点検計画を実施しなかったこと

で不具合が生じた場合の第三者への賠償 

  

官民ＪＶが修繕した施設などで、官民Ｊ

Ｖが保守点検計画を実施したにもかかわ

らず不具合が生じた場合の第三者への賠

償 

  

住民対応リスク 施設の配置、運営に関する住民反対運動、

訴訟、要望への対応 

  

事業者が行う調査、建設、維持管理に対

する住民反対運動、訴訟、要望への対応 

  

事故リスク 

（※１） 

市が行う業務に関する事故などに起因、

もしくは市の責に帰すべき事由によるも

の 

  

官民ＪＶが行う業務に関する事故などに

起因、もしくは官民ＪＶの責に帰すべき

事由によるもの 

  

経済 

 

金利変動リスク 設計、建設段階における金利変動（下水

道料金改定規程の範囲内） 

  

設計、建設段階における金利変動（下水

道料金改定規程の範囲を超える場合） 

  

物価変動リスク 設計、建設における物価変動（下水道料

金の改定範囲内） 

  

設計、建設における物著しい物価変動に

よるコスト増加 

  

光熱水費にかかる物価変動   

許認可リスク 自治体の取得すべき許認可の遅延   

事業者の取得すべき許認可の遅延   

資金調達リスク 事業資金の確保   

需要リスク 人口減少や住民の市域外への転居に伴う

収入減 

  

 

非公表 
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項目 種類 内容 三浦市 運営 

権者 

入札・契約 入札手続リスク 入札説明書、入札手続の誤り   

契約リスク 契約締結できない、手続に時間がかかる   

計画・ 

設計・ 

仕様変更 

計画・設計・ 

仕様変更リスク 

事業内容、用途の変更等市の事由により

計画が変更される場合 

  

官民ＪＶが立案した改築計画（時期・内

容等）に起因して問題が生じた場合 

  

測量・設計 測量・調査リスク 自治体の要因による設計変更に基づく工

期遅延 

  

遺跡など文化財の発見に伴う工期遅延   

事業者の責めによる工事費増大   

自治体の要因による設計変更に基づく工

事費増大 

  

想定しない地下構造物、他管種の移設に

よる工事費増大 

  

設計リスク 要求水準書等の提示条件の変更により遅

延、費用増となる場合 

  

官民ＪＶの提案内容、指示、判断の不備

により遅延、費用増となる場合 

  

施工 工期遅延リスク 官民ＪＶの責めによる工期遅延   

市の指示や変更、交付金内示不足による

工期遅延 

  

工事監理リスク 工事監理の不備による内容、工期の不具

合 

  

要求性能リスク 自治体の検査で要求性能に不適合、施工

不良が発見された場合 

  

維持管理 

運営 

要求水準未達 

リスク 

維持管理業務の内容が契約書に定める水

準に達しない 

  

施設瑕疵リスク 事業期間中の瑕疵発見   

瑕疵担保期間終了後の事業期間中の瑕疵

発見 

  

運営権者選定時のデューデリジェンスや

現地調査では完全な想定が困難な改築更

新需要増大リスクや当初期間の突発修繕

  

非公表 
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項目 種類 内容 三浦市 運営 

権者 

費の増大リスク（一定期間内の場合） 

運営権者選定時のデューデリジェンスや

現地調査では完全な想定が困難な改築更

新需要増大リスクや当初期間の突発修繕

費の増大リスク（一定期間後の場合） 

  

維持管理費増大 

リスク 

自治体の指示以外の要因による維持管理

費増大 

  

管路陥没リスク 計画に基づく修繕実施後の陥没   

計画に基づく修繕実施前の陥没   

汚泥処理リスク 汚泥処理費用の増大   

施設損傷リスク 施設の劣化に対して適切な維持管理を行

わない 

  

未払料金リスク 下水道使用料の滞納による減収   

水量変動リスク 人口減少・節水による流入水量の減少に

伴い、当該事業の収入が減少する場合 

  

施設能力を超えて流入水量が増加した場

合 

  

水質変動リスク 流入水質の変動に伴う処理費用の増減 

（要求水準書等で設定した範囲内の場

合） 

  

流入水質の変動に伴う処理費用の増減 

（要求水準書等で設定した範囲を超える

場合） 

  

施設瑕疵リスク 事業期間中の瑕疵発見   

瑕疵担保期間終了後の事業期間中の瑕疵

発見 

  

運営権者選定時のデューデリジェンスや

現地調査では完全な想定が困難な改築更

新需要増大リスクや当初期間の突発修繕

費の増大リスク（一定期間内の場合） 

  

運営権者選定時のデューデリジェンスや

現地調査では完全な想定が困難な改築更

新需要増大リスクや当初期間の突発修繕

費の増大リスク（一定期間後の場合） 

  

非公表 
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項目 種類 内容 三浦市 運営 

権者 

施設損傷リスク 施設の劣化に対して官民ＪＶが適切な維

持管理を行わない場合 

  

市が遂行する業務に起因する施設への損

傷の場合 

  

上記以外の場合   

技術革新リスク 想定しない技術革新による新技術採用整

備のための追加費用が必要な場合 

  

政策 政策転換リスク 

（※１） 

市の政策変更による事業の変更、中断、

中止など 

  

経営 経営リスク 

（※１） 

官民ＪＶの経営に関するもの   

市が行う業務に起因する第三者への賠償   

社会 環境リスク 事業者が行う業務に起因する環境問題へ

の対応 

  

情報漏洩 情報漏洩リスク 市の責に帰すべき個人情報の外部流出   

官民ＪＶの責に帰すべき個人情報の外部

流出 

  

自主事業 自主事業リスク 

（※１） 

指定管理業務以外の官民ＪＶの自主事業

に関する任意事業の不振・事業計画不履

行 

  

施設 施設改築・回収 

リスク 

施設の追加整備、更新に関するもの   

債務 契約解除リスク 市民の当該事業への需要消滅など事業継

続の必要性がないと認められる場合 

  

債務不履行リスク 

（※１） 

市の責に帰すべき事由による債務不履行

に関するもの 

  

官民ＪＶの事業放棄、破綻に関するもの   

法令変更により当初予定されていた業務

の継続履行が困難となる場合 

  

指定管理 

中途終了 

指定管理中途終了

リスク 

（※１） 

市の債務不履行に起因する管理者指定の

取消し 

  

官民ＪＶの債務不履行に起因する管理者

指定の取消し 

  

引継ぎ 引継ぎリスク 指定期間満了時の業務の引継ぎ   

 

 

非公表 
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６.３.２ リスク分担案の修正 

 

コンセッションの実施時には、サービス水準の維持、サービスの安定的な提供、適

切な利用料金の維持が必要不可欠であり、複層的なスキームの管理体制が必要となる。

具体的には、以下に挙げるような体制の確保が求められる。 

 

表６－１２ コンセッション実施時に必要な体制 

 

観点 具体的な体制の内容（例） 

サービス水準の維持  利用者に対し安全・安心・水質を確保するための

コントロールを実施する 

 契約時に、改善義務・要求水準未達時のペナルテ

ィ・契約解除条件の明文化など、サービス水準を

規定する 

サービスの安定的な提供  事業の安定性と継続性を確保するため、契約時に

財務上の要件を定めて定期的な財務モニタリン

グを実施すること 

 事業期間内の破たんなど途中退出のリスクを事

前に予防する必要から、経営面の監視を強化する

ために専門的な知見に基づく第三者の活用につ

いて検討する 

適切な利用料金の維持  運営権者による恣意的な利用料金の高騰を防ぐ

ため、あらかじめ上限価格を設定するなど、運営

権者の決定権をコントロールする 

 

上記の管理体制に関する留意点を前提に、事業者へのヒアリングを経て、事業者が

より参入しやすく、責任分担がより明確になるようなリスク分担の項目を見直した。

見直し後の項目は下表の通りである。さらに、本年度の検討において６．１．６で検

討した通り、官民ＪＶは設立しない方向となったことから、官民ＪＶに関する論点は

修正後のリスク分担案から除いている。 
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表６－１３ 修正後のリスク分担案 

 

リスクを負担する者の凡例 

◯ 

（◯） 

 

協議 

リスクを負担することを示す 

リスク事象の状況の変化によりリスクの負担者と負担割合

が変更する可能性があることを示す 

リスクの原因によって三浦市と運営権者の双方にリスク負

担が生じることが想定されるため、三浦市と運営権者で協議

を行いリスクの負担割合を決することを示す 

 

段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

共 

通 

制度

関連 

一般法令 

変更 

リスク 

事業に直接影響し

ない一般法令（当該

事業のみでなく、広

く一般的に適用さ

れる法令等の変更） 

原則として運営権者がリス

クを負うことになる。ただ

し、一般法令等の変更が要

求水準に影響する場合や国

補助金の制度が変更される

等、運営権者が負担する費

用が著しく増減する場合、

市と運営権者は利用料金設

定割合について、協議を行

うことができる。 

 

 

特定法令 

変更 

リスク 

事業に直接影響す

る下水道事業にお

ける公共施設等運

営事業にのみ適用

され、運営権者に不

当な影響を及ぼす

国の法令、政策等の

変更等実施契約に

定める一定の事由

が生じた場合 

運営権者及び市に生じた損

失は、各自負担する。   

市条例 

変更 

本事業にのみ適用

され、運営権者に不

当該特定条例等変更によっ

て運営権者に生じた損失に  
 

 

 

 

非公表 
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段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

リスク 当な影響を及ぼす

市の条例、政策等の

変更等実施契約に

定める一定の事由

が生じた場合 

係る負担については、市と

運営権者で協議する。 

許認可 

リスク 

三浦市が取得すべ

き許認可の取得・維

持 

国あるいは県から取得する

許認可を、地方公共団体で

ある三浦市のみが取得でき

る場合 

  

運営権者が取得す

べ き 許 認 可 の 取

得・維持 

下水道事業を実施するにあ

たり、道路占有許可申請等

運営権者が許認可を三浦市

あるいは国・県から取得し

なければならない場合 

  

税制変更 

リスク 

当該事業に関する

税制度新設、変更 

一般的な変更の場合 
  

当該変更により、運営権者

の負担が著しく増減する場

合市と運営権者は利用料金

設定割合改定について、協

議を行うことができる。 

 
 

上記以外の法人税

率などの変更 
  

  

入

札・ 

契約 

入札手続

リスク 

入札説明書、入札手

続の誤り 
  

  

市の責めにより契

約を結べない、また

は契約手続きに時

間を要する場合 

  
  

 

 

 

非公表 
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段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

運営権者の責めに

より契約を結べな

い、または契約手続

きに時間を要する

場合 

  

  

本事業の契約に関

する議決が市議会

で得られない場合 

  
  

社会 

環境問題 

リスク 

運営権者による施

設の供用に伴い発

生する騒音、振動、

大気汚染、臭気等の

環境問題 

  
  

施設の存在そのも

のに起因する環境

問題 

  
  

第三者 

賠償 

リスク 

仕様・要求水準に従

って施設管理を行

っても避けること

のできない第三者

損害 

  
  

施設の存在そのも

のが近隣住民など

に損害を及ぼす施

設由来の第三者損

害で、住民の反対運

動や訴訟等による

事業期間変更、中

断、延期及び施設の

物理的破損 

  
  

運営権者の責に帰   
  

 

非公表 
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段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

すべき事由による

第三者への賠償 

共

通 
社会 

第三者賠

償リスク 

三 浦 市 が 改 築 更

新・維持及び修繕し

た施設などで、運営

権者が市の維持管

理指針に基づき三

浦市と協議して定

めた保守点検計画

を実施しなかった

ことで不具合が生

じた場合の第三者

への賠償 

  

 

三 浦 市 が 改 築 更

新・維持及び修繕し

た施設などで、運営

権者が保守点検計

画を実施したにも

かかわらず不具合

が生じた場合の第

三者への賠償 

  
  

運営権者が改築更

新・維持及び修繕し

た施設などで、運営

権者による保守点

検計画の有無に関

わらず不具合が生

じた場合の第三者

への賠償 

三浦市が承認した保守点検

計画であっても、運営権者

による改築更新・維持及び

修繕が行われているため、

改築更新・維持及び修繕に

基づく不具合は実施主体で

ある運営権者に帰責する。 

  

運営権者が行う改

築更新や修繕及び

維持に起因して発

生する住民の反対

  
  

 

非公表 
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段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

運動や訴訟による

事業期間変更、中

断、延期及び施設の

物理的破損等 

施設の配置、運営に

関する住民反対運

動、訴訟、要望への

対応 

  

 

 

運営権者の事業遂

行上の過失によっ

て第三者の身体財

産に損害を及ぼす

通常の不法行為 

業務実施において第三者に

及ぼした損害は運営権者が

負担するのが原則 
  

事故 

リスク 

三浦市が行った工

事等の業務に関す

る事故などに起因、

もしくは三浦市の

責に帰すべき事由

によるもの 

  
  

運営権者が行う業

務に関する事故な

どに起因、もしくは

運営権者の責に帰

すべき事由による

もの 

  
  

 

 

 

非公表 

83 

 



 

段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

経済 

金利変動 

リスク 

資金調達に伴う利

息が金利上昇によ

り増加する金利変

動リスク（下水道料

金改定規程の範囲

内） 

  

  

資金調達に伴う利

息が金利上昇によ

り増加する金利変

動リスク（下水道料

金改定規程の範囲

を超える場合） 

  
  

需要変動

リスク 

一般的な需要の変

動に伴う利用料金

の増減 

変動に関するリスクは原則

として運営権者が負う 
  

人口減少や住民の

市域外への転居、節

水等、需要の急激な

変動に伴う利用料

金の増減 

人口減等の外部要因の場合

には下水道利用料金の増加

として市がリスクを負うこ

とについてあらかじめ協議 

  

急激な社会情勢等

の変化による需要

の著しい変動に伴

う利用料金の増減 

直近の利用料金設定割合設

定（改定）時からＸ年間に、

急激な社会情勢等の変化に

伴う需要変動により、運営

権者が収受する利用料金が

あらかじめ想定した変動幅

  

 

 

非公表 

 

84 

 



 

段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

を超えて著しく増減し、さ

らに継続的に運営権者の収

入が増減することが予想さ

れる場合、臨時的に市と運

営権者は設定割合の改定等

について協議を行うことが

できる。 

需要変動

による汚

泥量減少

リスク 

水量の低下に伴う

汚泥量の減少 

現在、外部と引渡し契約を

行っている汚泥量が減少し

た場合には、市がリスクを

負う。 

  

物価変動 

リスク 

設計、建設における

物価変動によるコ

ストの増加 

  
  

設計、建設における

著しい物価変動に

よるコスト増加 

  
  

光熱水費にかかる

物価変動 

直近の利用料金設定割合設

定（改定）時からＸ年間に、

電力料金単価等が、あらか

じめ想定した変動幅を超え

て著しく変動し、さらに継

続的に運営権者の負担が増

減することが予想される場

合臨時的に市と運営権者は

設定割合の改定等について

協議を行うことができる。 

 
 

資金調達 

リスク 

運営権者が調達す

べき資金を運営権

者の責により事業

資金調達に失敗し

た場合 

  
  

 

 

 

非公表 

85 

 



 

段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

市が調達すべき資

金を、市の債務不履

行のため、事業資金

調達に失敗した場

合 

  
  

共

通 

譲 渡

手 続

き 

譲渡手続

きリスク 

運営権の設定等に

必要となる諸費用 
登録免許税等の費用負担 

 

 

知 的

財 産

権 

知的財産

権侵害リ

スク 

本事業の実施に当

たり第三者の知的

財産権等を侵害し、

又は運営権者が作

成した成果物等が

第三者の知的財産

者の知的財産権等

を侵害した場合に、

第三者に生じた損

害の賠償 

  
  

業 務

遂行 

業務遂行

の中断・

不能リス

ク（不可

抗 力 除

く） 

実施契約にない市

の要因に基づく業

務遂行中断・不能 

  
  

上記以外の理由（運

営権者の責に帰す

べきもの）による業

務中断・不能 

  
  

不可

抗力 

不可抗力 

リスク 

市及び運営権者の

いずれの責めにも

帰さない天災等そ

の他予見できない

自然的・人為的事象

による損害、事業変

更、中断・遅延、費

市が予め指定する範囲の損

害（軽微な損害及び予見可

能であり発生の防止手段を

合理的に期待できるもの）

は、運営権者が負担する。

範囲の詳細は今後公表する

実施契約書（案）に示す。 

  

 

 

 

非公表 

86 

 



 

段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

用の約定金額超過 

 

※天災等：暴風、豪

雨、洪水、高潮、高

潮、地震、地滑り、

落盤、火災、騒乱、

暴動その他の自然

的又は人為的な事

象（通常の公共工事

に用いられる工事

請負契約書） 

 

※天災等に追加す

べきものとして、通

常を超える長期降

雨又は長期降雪、雪

崩、埋蔵文化財の発

見、予見できない軟

弱地盤、有毒ガスの

公共土木施設災害復旧事業

国庫負担法 8の範囲内の復

旧事業費は、国費を財源と

し市が負担する（『下水道

事業における公共施設等運

営事業等の実施に関するガ

イドライン』に準拠）。 

  

公共土木施設災害復旧事業

国庫負担法の範囲外の損害

で、運営権者の負担となら

ないものは、市が負担する。 

  

不可抗力に起因する増加費

用及び事業中断に伴う増加

費用その他損害に関するも

ののうち、一定の金額まで

又は保険などの措置により

合理的にカバーされる損害

の範囲を超えるものは、市

が負担する。 

  

8
 同法（昭和二十六年三月三十一日法律第九十七号）は公共土木施設の災害復旧事業費について、地方公

共団体の財政力に適応するように国の負担を定めて、災害の速やかな復旧を図り、公共の福祉を確保す

ることを立法の趣旨目的としている。 

第 2条第 2項 

「この法律において「災害復旧事業」とは、災害に因つて必要を生じた事業で、災害にかかつた施設を

原形に復旧する（原形に復旧することが不可能な場合において当該施設の従前の効用を復旧するための

施設をすることを含む。以下同じ。）ことを目的とするものをいう。」 

第 6条第 1項 

「この法律は、次に掲げる災害復旧事業については適用しない。  

一  一箇所の工事の費用が、都道府県又は地方自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条

の十九第一項の市（以下「指定市」という。）（都道府県又は指定市が加入している地方公共団体の組合

及び港務局であつて都道府県又は指定市がその組織に加わつているものを含む。）に係るものにあつては

百二十万円に、市（指定市を除く。以下同じ。）町村（市町村の組合及び市町村のみで組織している港務

局を含む。以下同じ。）に係るものにあつては六十万円に満たないもの」 

 

 

 

 

非公表 

87 

 

                            



 

段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

噴出等の検討も有

益（内閣府：ＰＦＩ

事業におけるリス

ク分担等に関する

ガイドライン） 

 

※損害：調査段階の

施設の損傷、維持管

理・運営段階におけ

る施設の損傷、改築

更新段階における

工事目的物等の損

傷（同上ガイドライ

ン） 

不可抗力に起因する増加費

用及び事業中断に伴う増加

費用その他損害に関するも

ののうち、一定の金額まで

又は保険などの措置により

合理的にカバーされる損害

の範囲内のものは、運営権

者が負担する。   

情 報

漏洩 

情報漏洩

リスク 

三浦市の責に帰す

べき個人情報や守

秘義務情報の外部

流出 

  
  

運営権者の責に帰

すべき個人情報や

守秘義務情報の外

部流出 

  
  

経 

営 

 

 

 

 

 

 

 

政策 

政策転換

リスク 

 

三浦市の政策変更

による事業の変更、

中断、中止など 

  
  

経営 
経営リス

ク 

運営権者の経営に

関するもの 
  

  

料金 
未払料金

リスク 

下水道使用料の滞

納による減収 

原則として市がリスクを負

う   

利用料金の滞納に

よる減収 

原則として運営権者がリス

クを負う   

 

 

 

非公表 
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段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

 

自 主

事業 

自主事業 

リスク 

要求水準書に記載

された以外の運営

権者の任意の自主

事業の不振・事業計

画不履行 

  
 

 

債務 
債務不履

行リスク 

三浦市の責に帰す

べき事由による債

務不履行に関する

もの 

  
  

運営権者の事業放

棄、破綻に関するも

の 

  
  

法令変更により当

初予定されていた

業務の継続履行が

困難となり債務不

履行が生じる場合 

  
  

コ ン

セ ッ

シ ョ

ン 事

業 の

中 途

終了 

コンセッ

ション事

業の中途

終了リス

ク 

三浦市民の当該事

業への需要消滅な

ど事業継続の必要

性がないと認めら

れる場合 

  
  

三浦市の債務不履

行に起因するコン

セッション事業者

との契約解除 

  
  

運営権者の債務不

履行に起因するコ

ンセッション事業

者との契約解除 

  
  

引 継

ぎ 

引継ぎ 

リスク 

実施契約期間満了

時の業務の引継ぎ 
  

  

 

 

 

非公表 

89 

 



 

段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

維 

持 

管 

理 

維持

管理

運営 

要求水準 

未達 

リスク 

維持管理業務の内

容が契約書に定め

る水準に達しない

事象 

  

 

 

更新後の

施設瑕疵

リスク 

事業期間中の瑕疵

担保期間における

瑕疵発見 

  
  

瑕疵担保期間終了

後の事業期間中の

瑕疵発見 

  
  

運営権者選定時の

デューデリジェン

スや現地調査では

完全な想定が困難

な改築更新需要増

大リスクや当初期

間の突発修繕費の

増大リスク（一定期

間内の場合） 

個別の事業において管理者

が独自で策定した計画につ

いては、その計画の年限を

考慮した上で、瑕疵につい

て管理者が責任を負う期間

を定める等が考えられる。 

  

更新後の

施設瑕疵

リスク 

運営権者選定時の

デューデリジェン

スや現地調査では

完全な想定が困難

な改築更新需要増

大リスクや当初期

間の突発修繕費の

増大リスク（一定期

間後の場合） 

事業開始から一定期間後の

改築更新需要量や突発修繕

頻度は運営権者の維持管

理・運営によるところが多

いため、運営権者側で負担

することが原則と考える

（但し、個別の施設等の状

況を判断して、一定期間を

契約等で定める必要があ

る）。 

  

事業開始後に運営

権設定対象施設及

び運営権者譲渡対

象資産に隠れたる

実施契約締結日から６か月

間に限り、運営権者は市に

瑕疵担保請求を行うことが

できる（６か月あれば、引

  

 

 

 

非公表 

90 

 



 

段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

瑕疵があった場合 渡後に運営権者が運営権設

定対象施設の全体を運用す

るのに十分と考えられ、そ

れ以上の場合は帰責主体が

分かりにくくなる）。 

事業終了後に運営

権設定対象施設及

び運営権者から市

への譲渡対象資産

に隠れたる瑕疵が

あった場合 

事業終了日から６か月間に

限り、市は運営権者に瑕疵

担保請求を行うことができ

る（一般的に事業終了後６

か月あれば、市はおおよそ

の施設を運転し、運営権者

の事業期間中に生じた損傷

などを発見できるのに十分

と考えられる）。 

  

募集要項等市が優

先交渉権者に開示

した資料の情報等

に瑕疵が発見され

た場合 

市が開示した情報について

は、訂正・追加・削除が妥

当である場合には訂正等を

行うが、運営権者の負担の

増減に関係しない瑕疵につ

いては市は責任を負わな

い。 

  

維持管理

費増大リ

スク 

三浦市の指示を要

因とする維持管理

費増大 

  
  

三浦市の指示以外

の要因による維持

管理費増大 

  
  

管路破損

等に起因

する道路

陥没 

リスク 

計画に基づく修繕

実施後の陥没 
  

  

計画に基づく修繕

実施前の陥没 
  

  

 

 

 

非公表 
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段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

汚泥処理 

リスク 

汚泥処理費用の増

大 
  

 

維

持

管

理 

維持

管理

運営 

水量変動

リスク 

施設能力を超えて

流入水量が増加し

た場合 

  

 

 

要求水準で設定し

た範囲内の流入水

量変動の場合、需要

に起因する水量の

変動に関しては、原

則として、運営権者

が負う。 

  
  

維

持

管

理 

維持

管理

運営 

水量変動 

リスク 

要求水準で設定し

た範囲を超える著

しい流入水量変動

により、運営権者の

負担する費用が著

しく増減する場合、

発生する負担につ

いて、市と運営権者

は協議を行う。 

要求水準で設定した水量を

超えた水量が流入する場合

には、運営権者が通常取り

うる予防措置での対応が不

可能となるため、市でもあ

る程度の対応をする必要が

ある。 

 
 

水質変動 

リスク 

流入水質の変動に

伴う処理費用の増

減（要求水準書等で

設定した範囲内の

場合） 

  
  

流入水質の変動に

伴う処理費用の増

減（要求水準書等で

設定した範囲を超

える場合） 

施設能力を明らかに超える

水質であった場合には、基

本的には市の責任と考えら

れる。なお、コストの負担

方法については検討・協議

を要する 

 
 

 

 

 

非公表 
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段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

施設損傷 

リスク 

施設の劣化に対し

て運営権者が適切

な維持管理を行わ

ない場合 

  

 

 

三浦市が遂行する

業務に起因する施

設への損傷の場合 

  
  

管きょの劣化等、引

渡時に状況が不明

な施設が運営中に

損傷した場合 

  
  

上記以外の場合   
  

技術革新 

リスク 

想定しない技術革

新による新技術採

用整備のための追

加費用が必要な場

合 

  
  

改
築
更
新
（
新
設
含
む
） 

調査 

・ 

設計 

測量・ 

調査 

リスク 

三浦市が実施した

測量・地質調査・文

化財調査等に不備

があった場合 

  
  

運営権者が実施し

た測量・地質調査・

文化財調査等に不

備があった場合 

  
  

計画・ 

設計・ 

仕様変更 

リスク 

事業内容、用途の変

更等三浦市の事由

により計画が変更

される場合 

運営権者が負担する費用が

著しく増減する場合、市と

運営権者は利用料金設定割

合について、協議を行うこ

とができる。 

  

運営権者が立案し

た改築計画（時期・

内容等）に起因して

  
  

 

 

 

非公表 

93 

 



 

段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

問題が生じた場合 

設計リス

ク 

（新設

時） 

三浦市の事情によ

り道路計画が変更

になった場合 

市の都合による道路計画の

変更に伴う設計内容変更に

係る追加費用は市が負担す

る。 

  

三浦市が実施した

基本設計等に不備

があった場合 

設計の不備の補正、工法・

工期の変更に伴い事業者に

発生する追加費用は市が負

担する。 

  

三浦市の施設設計

要求内容、設計条件

の内容に不備（提示

条件の変更等）があ

り遅延、費用増とな

る場合 

設計内容変更に係る追加費

用は市が負担する。   

運営権者が実施し

た設計、提案内容、

指示、判断に不備が

あり遅延、費用増と

なる場合 

設計の不備の補正、工法・

工期の変更に伴い事業者に

発生する追加費用は市が負

担する。 

  

施設 

施設改築 

・改修 

リスク 

要求水準以外の市

が要求する施設の

追加整備、更新に関

するもの 

  
  

施工 

・ 

建設 

工期遅延 

リスク 

三浦市の指示や変

更に伴う工期遅延 

契約期日までに施設整備が

完了しない場合に運営権者

に発生した追加費用は市が

負担する。 

  

運営権者の責めに

よる工期遅延 

契約期日までに施設整備が

完了しない場合に市に発生

した追加費用は運営権者が

負担する。 
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段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

国からの交付金等

内示不足による工

期遅延 

交付金の要望額に対して、

国からの交付額が相違する

場合、市と運営権者は場合

によって協議の上、工事計

画の見直しなどを行う。 

 

想定しない遺跡等

文化財の発見によ

る遅延の場合 

工事の遅延に伴い運営権者

に発生した追加費用は市が

負担する。 
  

三浦市の議会の不

承認によるもの 
  

  

改
築
更
新
（
新
設
含
む
） 

施工 

・ 

建設 

工事費増

大リスク 

三浦市の要因によ

る設計変更に基づ

く工事費増大 

著しい物価上昇による工事

費増大の場合には協議を行

う 
  

運営権者の責めに

よる工事費増大 
  

  

想定しない地下構

造物、他管種の移設

による工事費増大 

  
  

工事監理 

リスク 

工事監理の不備に

よる内容、工期の不

具合 

  
  

要求性能 

リスク 

三浦市の検査で要

求性能に不適合、施

工不良が発見され

た場合 

  
  

民間所有

地利用リ

スク 

管きょの敷設・移

設・開削の際三浦市

の当初計画で民間

所有地を利用する

場合 

民間土地所有者への土地利

用料等は三浦市が支払う  

 

管きょの敷設・移

設・開削の際運営権

民間土地所有者への土地利

用料等は三浦市が支払う   
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段 

階 
項目 種類 内容 備考 

三浦 

市 

運営 

権者 

者の事業期間中に

民間所有地を利用

する場合 

 

 考察 

 

 今年度業務において、具体的には、事業実施時に想定される下記のリスクについて主

として検討を行った。 

 

① 需要変動リスク 

三浦市の人口ビジョンによると、下水道事業の収入は今後収入が減少し

ていくことがあらかじめ予測されているが、当該予測を超えた需要変動が

生じた場合には、減少分のリスクを市が負担しなければ民間事業者はリス

クを負いきれないものと考えられる。 

そこで、三浦市の人口ビジョンを下回る人口減少や、水道使用量に重要

な影響を及ぼす大口利用者の使用量減量、あるいは撤退に伴う業務汚水の

減少時など、通常予測される需要変動を超える需要変動要因が起こった場

合、三浦市が当該減少部分を補填するなどの対策を講じる必要がある。 

 

② 需要変動に伴う汚泥量減少リスク 

現在の包括民間委託においては、処理場で生成される汚泥の運搬・処理

先が別契約で定められており、年間に一定の含水率の汚泥を生成する必要

がある。 

しかし、上記のような急激な需要変動が起こることにより、規定された

汚泥量に到達しない場合が考えられるが、その場合の汚泥量減少リスクは

運営権者がコントロールすることは困難であることから市が負うことが

望ましいと考えられる。 

 

③ 物価変動リスク 

物価変動については、物価指標を参照し、一定以上の変動があった場合

には運営権者が事業において支出する費用が増減することから、これに応

じて使用料の値上げもしくは使用料割合の見直し、委託料の増減などが考

えられる。 

 

 

 

非公表 

96 

 



 

したがって、物価変動が生じた際、運営権者が支払うべき支出のうちど

の費用を改定の対象として認めるかについて、あらかじめ契約書等で明確

にしておく必要がある（例：人件費、薬品費、光熱水費）。あわせて、改

定の基準となる指標（物価スライド式）についても、どのような物価指数

を用いるかについてあらかじめ市が定める必要がある。 

 

④ 施設損傷リスク（管きょ） 

処理場・ポンプ場と異なり、地中に埋設されている管きょの状態を悉皆

調査し、引渡時にすべての状態が明らかになることは難しく、引渡後に、

引渡前の要因による損傷に基づく管きょの修繕・改築が必要となることが

考えられる。 

事前に損傷の程度が不明なリスクを民間事業者が負うことは事業者に

過度の負担を与えることとなり、管きょの一部は相当程度老朽化が進行し

ていることから、状況が不明な管きょが事業開始後に破損・毀損した場合

のリスクは市側が負うことが適当であると考えられる。 

ただし、維持管理計画を策定後、維持管理を実施しなかったことにより

損傷したことが明らかな場合については運営権者負担となることが考え

られる。 
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７． ＶＦＭ・運営権対価の算出 
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８． 民間事業者との対話実施 

 

事業実施に先立ち、三浦市では現状の事業規模と同様であることを前提に、上記の条

件で事業を実施した場合の参加意向について、プラント・電気系メーカー、その他本事

業に関心を有する事業者の計１１社に対して複数回のヒアリングを行った。ヒアリング

においては、民間事業者からの事業への意見、要望を得たほか、あわせて本事業に関す

る事業者からの提案についても収集した。 

下表の備考における課題を募集公告に反映すると、今回ヒアリングした民間事業者の

中から複数社以上の参加が想定される。ヒアリングの概要は下記の通りである。なお、

本調査で複数回のヒアリングを実施した理由は、本調査を通して具体化する事業スキー

ムや実施体制の経過を示した上で、なお事業者の関心があるかどうかを確認するところ

にある。 

 

第１回ヒアリング 

① 対象企業：プラント・電気系メーカー８社、その他２社 

② 実施時期：平成２８年１０月～１１月 

③ 提示資料：三浦市の公表情報 

 

  第２回ヒアリング 

① 対象企業：プラント・電気系メーカー４社、その他２社 

② 実施時期：平成２９年１月～２月 

③ 提示資料：三浦市の公表情報 
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表８－１ 対話を行った民間事業者の一覧 

 

分野 社名 意向 

（第１回） 

意向 

（第２回） 

備考 

プ
ラ
ン
ト
・ 

電
気
系
メ
ー
カ
ー 

Ａ社 強い関心あり 強い関心あり 任意事業については実現

可能性が低い場合は評価

において比重を小さくし

てほしい 

Ｂ社 強い関心あり 強い関心あり できる限り事業者が単体

で応募できるような枠組

みが望ましい 

Ｃ社 強い関心あり 強い関心あり 資本金の多寡のみで財務

評価をされない仕組みが

望ましい 

Ｄ社 強い関心あり 強い関心あり 採算性・利益に相当の根拠

がないと社内承認を取る

のが困難である 

Ｅ社 関心あり ― 運営権設定対象施設の引

渡しには諸条件が必要と

なる 

Ｆ社 強い関心あり ― 提案書において管きょ部

分は含めないことについ

て検討してほしい 

Ｇ社 関心あり 関心あり グループ会社の実績も認

める等参加資格の要件緩

和を検討してほしい 

Ｈ社 関心あり ― 将来人口の減少を勘案す

ると事業採算性が厳しい

のではないか 

Ｉ社 ― 強い関心あり プラントメーカー同士の

コンソーシアムの組成は

避けたい 

その他 Ｊ社 強い関心あり ― 事業規模はリスクを負い

やすく魅力的と思われる 

Ｋ社 関心あり ― 市財政を勘案して改築等

費用の支弁に不安がある 

※ヒアリング内で参画の意思につながる発言のあった民間事業者を「強い関心あり」、 

事業への参画の意思を検討する発言のあった民間事業者を「関心あり」と記載した。 
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また、民間事業者からは、審査方法・募集及び選定方法・募集及び選定スケジュール・

審査及び選定手続・リスク分担について、おおむね下記のような意見を得た。 

 

表８－２ 民間事業者からの主要な意見 

 

募集方法 

管きょについては外部委託を予定しており、共同企業体を組成しないと応募が

難しい 

現場見学会は、応募しようとする事業者が運営権設定対象施設を十分見るこ

とができるようにしてほしい 

応募にあたって、運営権設定対象施設の図面なども提供してほしい 

これまでコンセッション事業の運営の経験がないため、参加資格要件を緩和し

て広く門戸を開いてほしい 

できる限り事業者が単体で応募できるような枠組みが望ましい 

募集要項の公告から資格審査や提案書の受付までが短いと、事業者の意思

決定に用いられる時間も短くなってしまう 

実際の維持管理等に係る人員はコンソーシアム構成員所属でなくてもよいな

ど、体制上の規定を明確にしてほしい 

管きょの維持管理企業が限定されているため、当該企業と組む企業が競争上

有利に働く可能性が懸念される 

審査・選定手続 

任意事業について、可能性が低い場合は評価上の比重を下げてほしい 

SPC の資本金が多いほど財務基盤が厚いという表面的な要素ではなく、実質

的な評価をお願いしたい 

審査・選定スケ

ジュール 

実施方針が公表される場合、応募企業又は代表企業に求められる具体的な参

加資格要件を提示してもらいたい 

募集要項の公告から参加表明書までの提出までの期間が適切かどうかは、管

きょの業務内容によると思われる 

業務契約書に含まれるインフレ・デフレ等を勘案した条件設定を行ってもらいた

い 

事業開始前に、現包括的民間委託受託者・運営権者・市の間での協議実施を

明文化してほしい 

資格審査段階であっても、非公開の対話や意見公開の機会を設けると運営権

設定の手続もより円滑になる 

耐用年数が異なる機械・電気と管きょを同一の事業期間で実施することには違

和感がある 
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リスク分担 

物価変動に関しては、運営権者がリスクを負うことはできず、物価スライド条項

が必要であると考える 

人口減少のリスクに相当程度インパクトがあると思われる 

管のリスクを把握することは難しい 

事業終了後６か月以内に市から運営権者に瑕疵担保責任請求が可能である

ことについて、経年劣化はどう判断されるか 

改築更新に関して、補助金の廃止もしくは減額時に市がリスクを負うこととして

ほしい 

自治体の合併などの行政リスクについても明記してもらいたい 

その他 

事業開始前の前管理者からの引継ぎには、市の一定の関与が必要であり、引

継ぎ費用は応分の負担が望ましい 

窓口受付・申請手続の業務が含まれる場合、当該業務に特化した人員を配置

することが可能かどうか懸念がある 

ある程度の改築更新費がでなければ、事業の利益そのものが発生しないため

事業者の意欲が減退する 

採算性、利益について相当の根拠がないと、事業参画に向けた親会社の承認

が下りない 

事業者の参画意図との親和性があれば、ちょうどよい事業規模と感じる 
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９． まとめ 

 

 公募時に提示する資料の全体像 

 

これまでの検討、ならびに民間事業者からのヒアリングで得た意見を踏まえ、本事業

の募集公告時に事業者に対して提示する資料をインフォメーションパッケージとして

整理し、事業者の参画を促進し、より効率的な提案を得られるよう公表することとする。 

 

表９－１ 実施方針（案）・要求水準書（案）公表時に公表する資料の例 

 

資料のカテゴリー 資料名

PFI法等における用語と本事業における用語の関係性（案）

利用料金設定割合の改定に関する運営権者発意のケース

リスク分担表

東部浄化センターの諸元

東部浄化センター一般平面図（拡大）

東部浄化センターにおける任意事業の対象地

金田中継センターの一般平面図

金田中継センターの整備状況

幹線管きょの整備状況

施設概要

関係法令

標準耐用年数及び処分制限期間

改築計画の概要

流入水量及び発生汚泥量の予測

設計条件

水質分析及び環境計測基準

三浦市上下水道継続計画の概要

＜管きょ＞
業務着手時の提出書類一覧
＜管きょ＞
業務実施期間中の提出資料
＜管きょ＞
業務完了時の提出図書
＜管きょ＞
業務実施体制
＜管きょ＞
準備機材
＜管きょ＞
貸与資料等リスト
＜管きょ＞
参考図書
＜管きょ＞
計画維持管理業務報告書記載要領
＜管きょ＞
業務移行期間の実施方法等
＜管きょ＞
業務位置図

実施方針（案）

要求水準書（案）
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公告時には、下記のような資料の公表を想定している。事業者に公表すべき資料のう

ち、資料の状況について、すでに提出できる状態となっているもの【①確認済】、紙媒

体での保存となっており、公告時には提示できるもの【②存在を把握済】、現存するデ

ータから新たに資料として作成するもの【③新たに加工が必要】に分別した。 

 

表９－２ 本事業の公告時に公表する資料の例 

 

 

資料のカテゴリー 整理状況 資料名

①確認済 運営権設定対象施設一覧（改築対象）

①確認済
三浦市東部浄化センター等包括的維持管理業務委託業務（H28/4～H30/3）
の要求水準書

①確認済 三浦市下水道事業計画

①確認済 運営権の範囲（責任分界）に関する図面

③新たに加工が必要 譲渡対象資産一覧

③新たに加工が必要 改築工事のフロー

③新たに加工が必要 料金の調定・徴収・未納債権の回収フロー

③新たに加工が必要
運営権者が負担した改築に係る費用のうち、本事業期間終了以降に係る
減価償却費相当額の算定方法

③新たに加工が必要 公告年度における運営権設定対象施設関連工事の発注予定見通し

①確認済 包括的民間委託の仕様書・図面

①確認済 決算額表（管理費　平成23年度～27年度）

①確認済 建設事業費まとめ

①確認済 管理費実績

①確認済 三浦市下水道事業決算報告書（平成23年度～27年度）

①確認済 電力・重油・薬品の使用料及び費用に関する資料

①確認済 工事台帳

①確認済 機械設備台帳

①確認済 電気設備台帳

①確認済 建築機械台帳

①確認済 建築電気台帳

①確認済 管渠台帳

①確認済 長寿命化計画

①確認済 状態監視保全設備健全度一覧

①確認済 状態監視保全設備劣化状況写真帳

①確認済 包括的民間委託内容に関する資料

①確認済 水質測定及び汚泥処理状況一覧

①確認済 事業期間中の使用料等及び利用料金の見込額、推移予測

①確認済 管きょの年別整備推移（管種ごと）

①確認済 三浦市下水道事業決算報告書　収益的収入及び支出

①確認済 三浦市下水道使用料改定単価履歴

②存在を把握済 維持管理年報

②存在を把握済 メンテナンス履歴台帳

②存在を把握済 図面および機械・電気設備完成図書

②存在を把握済 その他設備の施設機能確認調査一覧

②存在を把握済 その他設備のヒアリング調査結果

②存在を把握済 機械・電気設備完成図書

②存在を把握済 過去の滞納件数・収納率、納付方法別件数推移

②存在を把握済 三浦市下水道処理区における排水量ランク別の件数・排水量・調定額

②存在を把握済 任意事業の実施可能な敷地・地質調査結果

②存在を把握済 三浦市の加入保険（第三者賠償保険仕様書）

②存在を把握済 土地情報（公図）

②存在を把握済 現包括の維持管理月報

③新たに加工が必要 人員数に関する資料

③新たに加工が必要 中期改築シミュレーション結果

③新たに加工が必要 利用料金収受代行業務の委託費算定方法

要求水準書（案）の
関連資料

実施方針（案）の
関連資料
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 本調査結果に基づく今後整理すべき課題 

 

三浦市では、コンセッション方式の導入のためにこれまで記載したような検討を行っ

てきた。しかし、事業区域全体を対象とした前例はない。 

よって、三浦市がコンセッション方式の導入を行うための独自の要件として、下記の

ようなさらなる課題を確認した。 

 

 管きょの情報整備 

本調査では、東部浄化センターと金田中継センターについては情報整備を実

施し、詳細な調査を行った。これに対し、管きょについては既存のデータに基

づき将来発生しうる工事費の試算までは行ったものの、老朽化の程度等詳細な

情報整備の実施までには至っていない。このため、本事業を公募するにあたり、

管きょの情報に関する基礎資料の精査を実施する必要がある。 

三浦市は、内閣府の平成２８年度民間資金等活用事業調査費補助事業のうち

「上下水道コンセッション事業の推進に資する支援措置」として支援対象とな

ることが決定し、「資産（管路）の情報に関する基礎資料の精査に係る調査」

において管きょ調査の実施を予定している。 

 

 リスク分担等情報の具体化・明確化 

 需要変動・物価変動に関するリスク分担を具体化することに加え、本事業は

処理場・ポンプ場に加えて管きょを運営権設定対象施設に含むことから、埋設

されている管きょに係るリスク分担を明確化する必要がある。この点について

は、上記の管きょの現況調査も踏まえて整理することを予定している。 

 

 下水道使用料・下水道利用料金の割合検討 

運営期間を通じた事業採算性に鑑みると、運営権者は必ずしも潤沢な利益を

得ることは想定されないことから、本事業においては、下水道使用料割合を一

部管理者側に残した場合、採算が合わなくなるおそれがあり、結果として、市

から運営権者に業務委託料等、何らかの形で補填する必要が生じることが予想

される。したがって、下水道使用料及び利用料金の割合を決定するに際しては、

このような収支構造に配慮する必要があると考えられる。 

 

 改築更新に係る事業の費用負担割合の検討 

現状、改築更新にかかる費用の一部を下水道使用料収入が負担する形となっ

ている。そのため、コンセッション実施時においても同様の負担割合を維持す
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ることが考えられる。改築更新に係る費用負担割合の決定に際しては、このよ

うな事項に配慮する必要があると考えられる。 

 

 諸条件調整後のＶＦＭの算出 

今後、管きょの対象範囲を決定するとともに、三浦市の財政状況を踏まえて

ＰＳＣとコンセッションＬＣＣをより精緻に算出し、ＶＦＭを算出することが

必要と考えられる。 
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１０． 本事業における法的規制 

 

本事業は、下記に示すような関係法令、条例等による規制の対象となる。 

 

表１０－１ 本事業に対する法的規制 

 

種類 法令等の名称 

法令 （1） 下水道の設置・管理の根拠となる法律（下水道法） 

（2） 廃棄物に係る法律（廃棄物の処理及び清掃に関する法律、肥料取締

法） 

（3） 公害対策に係る法律（環境基本法、水質汚濁防止法、騒音規制法、

振動規制法等） 

（4） 地方自治に係る法律（地方自治法、地方公営企業法） 

（5） 災害対策に係る法律（災害対策基本法、水防法、特定都市河川浸水

被害対策法） 

（6） 労働安全、労働条件に係る法律（健康保険法、労働基準法、労働者

災害補償保険法、 

（7） 労働安全衛生法、酸素欠乏症等防止規則、雇用保険法、職業安定法、

職業能力促進法、中小企業退職金共済法等） 

（8） 道路に係る法律（道路法、道路交通法） 

（9） 河川、海岸に係る法律（河川法、海岸法、港湾法） 

（10） 都市計画、建物に係る法律（都市計画法、建設業法、建築基準法等） 

（11） 電気、電波に係る法律（電気事業法、電気工事士法、電気通信事業

法、電波法） 

（12） 消防に係る法律（消防法） 

（13） ガスに係る法律（高圧ガス保安法、ガス事業法） 

（14） 放射線、化学物質に係る法律（放射性同位元素等による放射線障害

の防止に関する法律等） 

（15） 地球温暖化に係る法律（地球温暖化対策の推進に関する法律等） 

（16） 水循環に係る法律（水循環基本法） 

（17） 補助金に係る法律（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律） 

（18） 個人情報の保護に係る法律（個人情報の保護に関する法律） 

（19） その他の関連する法律、要綱、通知等 
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種類 法令等の名称 

条約 （20） 有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に関するバーゼ

ル条約 

（21） その他の関連する条約 

条例 （22） 三浦市下水道条例 

（23） 三浦市金銭会計規則 

（24） 三浦市景観条例 

（25） 三浦市火災予防条例 

（26） 三浦市まちづくり条例 

（27） 三浦市暴力団排除条例 

（28） 三浦市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理に関する条例 

（29） 三浦市個人情報保護条例 

（30） その他の関連する条例等（建築協定） 

参照すべ

き基準 

（31） 日本工業規格 

（32） その他の関連する規格等 

その他 （33） 下水道施設計画・設計指針と解説（日本下水道協会） 

（34） 下水道維持管理指針（日本下水道協会） 

（35） 下水試験方法（日本下水道協会） 

（36） その他の関連する指針・仕様等 

 

上記のうち、『下水道維持管理指針』は２０１４年版、『下水道施設計画・設計指針

と解説』は２００９年版を参考すべき規制の根拠とする。 

なお、東部浄化センターからは処理水を東京湾に放流するため、東京湾の自然環境へ

の配慮から放流水質基準は下記のような要求水準が掲げられており、本事業開始後もこ

の要求水準は引き続き遵守することが求められる。 

 

表１０－２ 東部浄化センターの放流水質基準 

 

項目 単位 法定基準 
（）内は日平均 

要求水準 

ｐＨ  ５．８～８．６ ６．０～８．０ 
ＢＯＤ ｍｇ／Ｌ ２５ １０．０ 
ＣＯＤ ｍｇ／Ｌ ２５（２０） １５．０ 
ＳＳ ｍｇ／Ｌ ７０（５０） １０．０ 
全窒素 ｍｇ／Ｌ ４０（３０） ２５．０ 
全りん ｍｇ／Ｌ ５（３） ２．５ 
大腸菌群数 個／ｍｇ ３，０００ ３０ 
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 また、水質については環境影響を勘案し、現在の包括民間委託で求められている基準

と同様とし、その詳細は下記に掲げる通りである。 

 

（１） 水質 

① 分析項目 

項目 

 

流入水 １系初沈

処理水 

２系初沈

処理水 

１系曝気

混和水 

２系曝気

混和水 

１系 

放流水 

２系 

放流水 

総放流

水 

水温 ◎ ● ● ○ ○ ◎ ◎ ◎ 

概観 ◎   ◎ ◎   ◎ 

臭気 ◎       ◎ 

透視度 ◎ ● ●     ○ 

ｐＨ ◎ ● ● ○ ○ ○ ○ ◎ 

ＳＶ    ○ ○ ◎ ◎  

残留塩

素 

       ◎ 

全窒素        測定装

置 

全りん        測定装

置 

ＣＯＤ ● ● ●   ● ●  

ＢＯＤ △ △ △   △ △  

ＳＳ ● ● ●   ● ●  

Ｍアル

カリ度 

 ● ● ○ ○    

検鏡試

験 

   ● ●    

ＭＬＳ

Ｓ 

   ● ●    

○：毎日実施 

◎：平日実施 

●：週１回実施 

△：月２回実施 
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② 水質試験方法 

項目 測定方法 備考 

水温 簡易測定器  

概観 五感による確認  

臭気 五感による確認  

透視度 下水試験方法（１９９７）第２編第２章第

６節 

 

ｐＨ 簡易測定器  

ＳＶ 下水試験方法（１９９７）第２編第２章第

８節 

 

残留塩素 簡易測定器  

ＣＯＤ 下水試験方法（１９９７）第２編第２章第

２２節 

 

ＢＯＤ 下水試験方法（１９９７）第２編第２章第

２１節 

ＤＯ測定は下水試験

方法（１９９７）第

２編第２章第１９節 

ＳＳ 下水試験方法（１９９７）第２編第２章第

１２節 

 

アルカリ度 下水試験方法（１９９７）第２編第２章第

１５節 

 

検鏡試験 

（生物試験） 

下水試験方法（１９９７）第３編第１章第

３節 

 

ＭＬＳＳ 下水試験方法（１９９７）第２編第３章第

６節 

 

蒸発残留物 下水試験方法（１９９７）第２編第４章第

６節 

 

含水率 簡易測定器  

 

③ 水質試験項目 

ア. 試験項目及び数量採取箇所 

ａ．法定試験（月２回実施、及び、月１回実施） 

ｂ．精密試験（年１回実施：冬） 

各試験の項目は 、下表のとおりで、数量は１地点１検体とする。 

イ. 試験方法 

水質汚濁防止法、下水道法に規定する試験方法とする。 
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項目 流入水 放流水 備考 

回／年 回／年 

カドミウム及びその化合物 １ ２ △ ◎ 

シアン化合物 １ ２ △ ◎ 

有機リン化合物 １ ２ △ ◎ 

鉛及びその化合物 １ ２ △ ◎ 

六価クロム化合物 １ ２ △ ◎ 

砒素及びその化合物 １ ２ △ ◎ 

水銀およびアルキル水銀その他の水銀

化合物 

１ ２ △ ◎ 

アルキル水銀化合物 １ ２ △ ◎ 

ＰＣＢ １ ２ △ ◎ 

トリクロロエチレン １ ２ △ ◎ 

テトラクロロエチレン １ ２ △ ◎ 

ジクロロメタン １ ２ △ ◎ 

四塩化炭素 １ ２ △ ◎ 

１．２－ジクロロエタン １ ２ △ ◎ 

１・１－ジクロロエチレン １ ２ △ ◎ 

シス－１．２－ジクロロエチレン １ ２ △ ◎ 

１．１．１－トリクロロエタン １ ２ △ ◎ 

１．１．２－トリクロロエタン １ ２ △ ◎ 

１．３－ジクロロプロペン １ ２ △ ◎ 

チウラム １ ２ △ ◎ 

シマジン １ ２ △ ◎ 

チオベンカルブ １ ２ △ ◎ 

ベンゼン １ ２ △ ◎ 

セレン及びその化合物 １ ２ △ ◎ 

ほう素及びその化合物 １ ２ △ ◎ 

ふっ素及びその化合物 １ ２ △ ◎ 

フェノール類含有量 １ ２ △ ◎ 

銅含有量 １ ２ △ ◎ 

亜鉛含有量 １ ２ △ ◎ 

溶解性鉄含有量 １ ２ △ ◎ 

溶解性マンガン含有量 １ ２ △ ◎ 
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クロム含有量 １ ２ △ ◎ 

ダイオキシン類  １  ● 

ニッケル及びその化合物 １ ２４ △ ○ 

アンモニア、アンモニウム化合物、亜

硝酸化合物及び硝酸化合物 

１ ２４ △ ○ 

ｐＨ ４ ２４ □ ○ 

ＣＯＤ ４ ２４ □ ○ 

ＢＯＤ ４ ２４ □ ○ 

ｎ－ヘキサン抽出物質（鉱物油・動植

物類） 

４ ２４ □ ○ 

大腸菌群数 ４ ２４ □ ○ 

全窒素 ４ ２４ □ ○ 

全リン ４ ２４ □ ○ 

外観 ４ ２４ □ ○ 

臭気 ４ ２４ □ ○ 

水温 ４ ２４ □ ○ 

有機性窒素 ４ ２４ □ ○ 

アンモニア性窒素 ４ ２４ □ ○ 

亜硝酸性窒素 ４ ２４ □ ○ 

硝酸性窒素 ４ ２４ □ ○ 

△ 流入水試験Ａ：流入水の重金属類は年１回実施（ダイオキシンを除く） 

  ※流入水質を確認するため 

□ 流入水試験Ｂ：流入水の環境測定項目は年４回実施 

  ※流入水質を確認するため 

◎ 法定試験Ａ：放流水の重金属類は年２回実施（下水道法施行令第１２条

２項） 

● 法定試験Ｂ：放流水のダイオキシン類は年１回実施（下水道法施行令第

１２条１項） 

○ 法定試験Ｃ：月２回実施（ニッケル・アンモニアは法令に準ずる） 

（注）ニッケルは神奈川県生活環境の保全等に関する条例に基づく 

 

（２） 臭気 

下水臭の周辺への影響を把握するため、東部浄化センター及び金田中継センタ

ーで下記により実施する。 

回数：年１回、冬に実施 

数量：１地点１検体 
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採取箇所：東部浄化センター及び金田中継センターの敷地境界 

測定方法：悪臭防止法等に規定する測定方法 

 

（３） 汚泥 

① 汚泥分析項目 

項目 

 

濃縮 

汚泥 

脱水 

ケーキ 

ろ液 １系

初沈

汚泥 

２系

初沈

汚泥 

１系

余剰

汚泥 

２系

余剰

汚泥 

１系

返送

汚泥 

２系

返送

汚泥 

水温 ●  ● ● ● ● ● ● ● 

ｐＨ ●  ● ● ● ● ● ● ● 

濃度 ●   ● ● ● ● ● ● 

強 熱

減量 

         

蒸発 

残 留

物 

  ●       

含 水

率 

 ○        

ＳＶ        ● ● 

   ○：毎日実施 

   ●：週１回実施 

 

② 試験項目 

ア. 溶出試験（汚泥） 

溶出液調整料 

アルキル水銀化合物 

水銀又はその化合物 

カドミウム又はその化合物 

鉛又はその化合物 

有機りん化合物 

六価クロム化合物 

砒素又はその化合物 

シアン化合物 

ＰＣＢ 

トリクロロエチレン 
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テトラクロロエチレン 

ジクロロメタン 

四塩化炭素 

１．２－ジクロロエタン 

１．１－ジクロロエチレン 

シス－１．２－ジクロロエチレン 

１．１．１－トリクロロエタン 

１．１．２－トリクロロエタン 

１．３－ジクロロプロペン 

チウラム 

シマジン 

チオベンカルブ 

ベンゼン 

セレン又はその化合物 

六価クロム 

ひ素 

 

イ. 含有量試験（汚泥） 

砒素全量 

カドミウム全量 

クロム 

鉛 

水銀 

ニッケル 

ダイオキシン類 

 

ウ. 一般性状試験（含水率、ｐＨ、油分） 

回数：溶出試験及びダイオキシン類（含有量試験）は、年２回、夏と

冬に実施 

   その他の項目は、年１回、冬に実施 

数量：１地点１検体 

採取箇所：東部浄化センター汚泥処理棟 

検定方法：廃棄物処理及び清掃に関する法律等に規定する試験方法 
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③ 沈砂試験 

ア. 溶出試験（沈砂） 

溶出液調整料 

アルキル水銀化合物 

水銀又はその化合物 

カドミウム又はその化合物 

鉛又はその化合物 

有機りん化合物 

六価クロム化合物 

砒素又はその化合物 

シアン化合物 

ＰＣＢ 

トリクロロエチレン 

テトラクロロエチレン 

ジクロロメタン 

四塩化炭素 

１．２－ジクロロエタン 

１．１－ジクロロエチレン 

シス－１．２－ジクロロエチレン 

１．１．１－トリクロロエタン 

１．１．２－トリクロロエタン 

１．３－ジクロロプロペン 

チウラム 

シマジン 

チオベンカルブ 

ベンゼン 

セレン又はその化合物 

六価クロム 

ひ素 

 

イ. 一般性状試験（沈砂）（ｐＨ、含水率） 

 回数：すべての項目に対し年１回 

数量：１地点１検体 

採取箇所：東部浄化センター沈砂池機械室 

検定方法：廃棄物処理及び清掃に関する法律等に規定する試験方法 
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④ し渣試験 

ウ. 一般性状試験（し渣）（ｐＨ、含水率） 

 回数：すべての項目に対し年１回 

数量：１地点１検体 

採取箇所：東部浄化センター沈砂池機械室 

検定方法：廃棄物処理及び清掃に関する法律等に規定する試験方法 
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参考資料 三浦市上下水道部下水道課職員の業務従事時間配分 

 

（１）整備グループ職員の業務配分 

（単位：時間） 

 

業務内容 詳細 職員E 職員F 職員G 臨時職員H

下水道賠償責任保険（雨水） 予算作成 2 0 2 0

MP他電気料 予算作成 2 2 0 0

下宮田3号P水道料金 予算作成 2 2 0 0

MP他制御電話回線 予算作成 2 2 0 0

下水道賠償責任保険（汚水） 予算作成 2 0 2 0

予算作成 4 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 2 7 2 1

発注・契約 1 4 1 0

業者打合せ 48 48 0 48

課内協議 48 48 0 48

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 1 8 1 1

施工管理 0 0 0 30

変更設計・契約 0 0 0 0

竣工図書チェック 1 8 1 1

検査 0 2 0 12

予算作成 4 0 2 0

事前協議 2 0 2 0

設計・積算・検算 2 2 10 1

発注・契約 1 1 4 0

業者打合せ 6 0 6 0

地元・関係機関調整 2 0 2 0

施工計画チェック 1 1 8 1

施工管理 2 0 2 0

変更設計・契約 1 2 10 1

竣工図書チェック 1 1 8 1

検査 4 0 4 0

予算作成 2 0 2 0

検査 0 0 13 0

予算作成 2 0 2 0

契約更新 0 0 9 0

予算作成 2 2 0 0

施工管理 0 4 0 9

プロパンガス 予算作成 2 2 0 0

東部浄化C電気料・水道料金 予算作成 2 4 0 0

予算作成 4 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 9 1 1

発注・契約 1 4 1 0

業者打合せ 6 6 0 6

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 1 8 1 1

施工管理 0 2 0 2

変更設計・契約 1 7 1 1

竣工図書チェック 1 8 1 1

検査 4 0 4 0

東部浄化C機器修繕

下宮田P室他運転管理業務

汚水管きょ清掃業務

酸素警報器リース

県住、東部浄化C連絡通路

産業廃棄物管理票
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（単位：時間） 

 

業務内容 詳細 職員E 職員F 職員G 臨時職員H

テレメーター 予算作成 2 2 0 0

プロパンガスメーター交換手数料 予算作成 2 2 0 0

東部浄化C火災保険料 予算作成 2 2 0 0

下水道賠償責任保険（処理場） 予算作成 2 0 2 0

予算作成 4 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 7 1 1

発注・契約 1 4 1 0

業者打合せ 48 48 0 48

課内協議 48 48 0 48

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 1 8 1 1

施工管理 0 0 0 30

変更設計・契約 0 0 0 0

竣工図書チェック 0 0 0 0

検査 0 2 0 12

予算作成 2 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 7 1 1

発注・契約 1 4 1 0

業者打合せ 4 4 0 4

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 1 8 1 1

施工管理 0 0 0 24

変更設計・契約 0 0 0 0

竣工図書チェック 0 0 0 0

検査 0 1 0 12

予算作成 2 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 7 1 1

発注・契約 1 4 1 0

業者打合せ 4 4 0 4

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 1 8 1 1

施工管理 0 0 0 24

変更設計・契約 0 0 0 0

竣工図書チェック 0 0 0 0

検査 0 1 0 12

予算作成 2 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 7 1 1

発注・契約 1 4 1 0

業者打合せ 4 4 0 4

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 1 8 1 1

施工管理 0 0 0 24

変更設計・契約 0 0 0 0

竣工図書チェック 0 0 0 0

検査 0 1 0 12

東部浄化C等包括的維持管理業務委託

東部浄化C廃棄物処分業務委託（その１）

東部浄化C廃棄物処分業務委託（その２）

東部浄化C廃棄物収集運搬業務委託（その１）
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（単位：時間） 

 

  

業務内容 詳細 職員E 職員F 職員G 臨時職員H

予算作成 2 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 7 1 1

発注・契約 1 4 1 0

業者打合せ 4 4 0 4

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 1 8 1 1

施工管理 0 0 0 24

変更設計・契約 0 0 0 0

竣工図書チェック 0 0 0 0

検査 0 1 0 12

予算作成 2 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 4 1 1

発注・契約 1 2 1 0

業者打合せ 4 4 0 4

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 0 0 0 0

施工管理 0 0 0 72

変更設計・契約 0 0 0 0

竣工図書チェック 0 0 0 0

検査 0 1 0 0

予算作成 2 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 7 1 1

発注・契約 1 4 1 0

業者打合せ 4 4 0 4

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 1 8 1 1

施工管理 0 2 0 2

変更設計・契約 0 0 0 0

竣工図書チェック 0 0 0 0

検査 0 2 0 12

予算作成 2 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 7 1 1

発注・契約 1 4 1 0

業者打合せ 4 4 0 4

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 1 8 1 1

施工管理 0 2 0 2

変更設計・契約 0 0 0 0

竣工図書チェック 0 0 0 0

検査 0 2 0 12

東部浄化C廃棄物収集運搬業務委託（その２）

東部浄化C放射能測定業務委託

東部浄化Cし渣・沈砂処分業務委託

東部浄化Cし渣・沈砂運搬業務委託
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（単位：時間） 

 

業務内容 詳細 職員E 職員F 職員G 臨時職員H

予算作成 2 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 4 1 1

発注・契約 1 2 1 0

業者打合せ 4 4 0 4

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 0 0 0 0

施工管理 0 0 0 0

変更設計・契約 0 0 0 0

竣工図書チェック 0 0 0 0

検査 0 1 0 0

金田中継C電気料・水道料金 予算作成 2 2 0 0

予算作成 4 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 9 1 1

発注・契約 1 4 1 0

業者打合せ 6 6 0 6

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 1 8 1 1

施工管理 0 2 0 2

変更設計・契約 1 7 1 1

竣工図書チェック 1 8 1 1

検査 4 0 4 0

金田中継C火災保険料 予算作成 2 2 0 0

下水道賠償責任保険（ポンプ場） 予算作成 4 0 2 0

予算作成 4 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 7 1 1

発注・契約 1 4 1 0

業者打合せ 48 48 0 48

課内協議 48 48 0 48

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 1 8 1 1

施工管理 0 0 0 30

変更設計・契約 0 0 0 0

竣工図書チェック 1 8 1 1

検査 0 2 0 12

予算作成 4 0 2 0

事前協議 2 0 2 0

設計・積算・検算 1 1 15 1

発注・契約 1 1 4 0

業者打合せ 6 0 6 0

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 4 1 4 1

施工管理 4 0 4 0

関係機関協議 4 0 4 0

変更設計・契約 1 1 15 1

竣工図書チェック 1 1 8 1

検査 2 0 2 0

管渠長寿命化対策業務委託

東部浄化C水質分析業務委託

金田中継C機器修繕

金田中継C運転管理業務委託
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（単位：時間） 

 

  

業務内容 詳細 職員E 職員F 職員G 臨時職員H

予算作成 4 2 0 0

事前協議 1 1 0 1

設計・積算・検算 1 15 1 1

発注・契約 1 4 1 0

業者打合せ 3 3 0 3

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 4 4 1 1

施工管理 4 4 0 4

関係機関協議 4 4 0 0

変更設計・契約 1 15 1 1

竣工図書チェック 1 8 1 1

検査 2 2 0 0

予算作成 4 0 2 0

事前協議 40 0 40 0

設計・積算・検算 2 2 97 1

発注・契約 1 1 4 0

業者打合せ 6 6 0 0

地元・関係機関調整 40 0 52 0

施工計画チェック 4 1 4 1

施工管理 120 0 120 0

変更設計・契約 2 2 97 1

竣工図書チェック 2 2 31 2

検査 4 4 0 0

予算作成 4 0 2 0

事前協議 40 0 40 0

設計・積算・検算 2 2 97 1

発注・契約 1 1 4 0

業者打合せ 6 6 0 0

地元・関係機関調整 40 0 52 0

施工計画チェック 4 1 4 1

施工管理 120 0 120 0

変更設計・契約 2 2 97 1

竣工図書チェック 2 2 31 2

検査 4 4 0 0

予算作成 4 2 0 0

事前協議 12 12 0 12

全体承認設計 1 6 1 1

設計・積算・検算 4 160 4 94

発注・契約 4 10 4 0

業者打合せ 6 6 0 6

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 8 8 2 2

施工管理 0 20 0 20

変更設計・契約 4 160 4 94

竣工図書チェック 4 62 4 31

検査 8 8 0 0

ポンプ場長寿命化対策業務委託

管渠整備（新設）工事

管渠更新（修繕）工事

ポンプ場更新（修繕）工事
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（単位：時間） 

 

業務内容 詳細 職員E 職員F 職員G 臨時職員H

予算作成 4 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 15 1 1

発注・契約 1 4 1 0

業者打合せ 6 6 0 6

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 4 4 1 1

施工管理 4 4 0 4

関係機関協議 4 4 0 0

変更設計・契約 1 15 1 1

竣工図書チェック 1 8 1 1

検査 2 2 0 0

予算作成 4 2 0 0

事前協議 12 12 0 12

全体承認設計 1 6 1 1

設計・積算・検算 4 160 4 94

発注・契約 4 10 4 0

業者打合せ 6 6 0 6

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 8 8 2 2

施工管理 0 20 0 20

変更設計・契約 4 160 4 94

竣工図書チェック 4 62 4 31

検査 8 8 0 0

予算作成 4 0 2 0

事前協議 2 0 2 0

設計・積算・検算 15 1 1 1

発注・契約 4 1 1 0

業者打合せ 6 0 6 0

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 4 1 4 1

施工管理 0 0 0 0

関係機関協議 12 0 8 0

変更設計・契約 15 1 1 1

竣工図書チェック 8 1 1 1

検査 2 0 2 0

予算作成 4 0 2 0

事前協議 2 0 2 0

設計・積算・検算 15 1 1 1

発注・契約 4 1 1 0

業者打合せ 6 0 6 0

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 4 1 4 1

施工管理 0 0 0 0

関係機関協議 8 0 8 0

変更設計・契約 15 1 1 1

竣工図書チェック 8 1 1 1

検査 2 0 2 0

処理場長寿命化対策業務委託

処理場更新（修繕）工事

西南部検討

全体計画策定業務委託
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（単位：時間） 

 

  

業務内容 詳細 職員E 職員F 職員G 臨時職員H

予算作成 4 0 2 0

事前協議 2 0 2 0

設計・積算・検算 15 1 1 1

発注・契約 4 1 1 0

業者打合せ 6 0 6 0

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 4 1 4 1

施工管理 0 0 0 0

関係機関協議 8 0 8 0

変更設計・契約 15 1 1 1

竣工図書チェック 8 1 1 1

検査 2 0 2 0

作成 50 0 0 0

各種協議 3 0 0 0

修正 14 0 0 0

検討 50 0 0 0

各種協議 3 0 0 0

修正 14 0 0 0

二町谷施設＋MP電気料・水道料金 予算作成 2 6 0 0

次亜塩素剤 予算作成 2 2 0 0

非常用通報装置回線使用料 予算作成 2 2 0 0

MP制御電話回線 予算作成 2 2 0 0

処理施設火災保険料 予算作成 2 2 0 0

下水道賠償責任保険（二町谷） 予算作成 2 0 2 0

予算作成 2 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算 1 4 1 1

設計・積算・検算 1 2 1 0

業者打合せ 4 4 0 4

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 0 0 0 0

施工管理 0 0 0 0

変更設計・契約 0 0 0 0

竣工図書チェック 0 0 0 0

検査 0 1 0 0

予算作成 2 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 4 1 1

発注・契約 1 2 1 0

業者打合せ 4 4 0 4

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 0 0 0 0

施工管理 0 0 0 24

変更設計・契約 0 0 0 0

竣工図書チェック 0 0 0 0

検査 0 1 0 0

処理施設消防設備点検業務

事業計画策定業務委託

生排構想

東京湾流総

処理施設自家用電気工作物保安管理業務委託
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（単位：時間） 

 

 

 

業務内容 詳細 職員E 職員F 職員G 臨時職員H

予算作成 4 0 2 0

予算作成 2 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 4 1 1

発注・契約 1 2 1 0

業者打合せ 4 4 0 4

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 0 0 0 0

施工管理 0 0 0 24

変更設計・契約 0 0 0 0

竣工図書チェック 0 0 0 0

検査 0 1 0 0

予算作成 2 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 4 1 1

発注・契約 1 2 1 0

業者打合せ 4 4 0 4

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 0 0 0 0

施工管理 0 0 0 0

変更設計・契約 0 0 0 0

竣工図書チェック 0 0 0 0

検査 0 1 0 0

予算作成 4 2 0 0

事前協議 2 2 0 2

設計・積算・検算 1 9 1 1

発注・契約 1 4 1 0

業者打合せ 6 6 0 6

地元・関係機関調整 0 0 0 0

施工計画チェック 1 8 1 1

施工管理 0 2 0 2

変更設計・契約 1 7 1 1

竣工図書チェック 1 8 1 1

検査 4 0 4 0

計画書作成・提出 1 10 10 0

事前評価 1 0 1 0

中間評価 62 0 100 40

変更計画書作成・提出 1 4 4 0

事後評価 62 0 70 10

申請書作成 1 28 28 0

変更申請書作成・提出 1 14 14 0

資料作成 20 0 0 0

ヒアリング 1 0 1 0

概算要望 要望書作成・提出 1 14 14 0

計画別流用 申請書作成・提出 1 4 4 0

本要望 要望書作成・提出 1 28 28 0

事業計画策定業務委託

処理施設機械警備業務委託

水質分析業務委託

各種更新（修繕）工事

社会資本整備総合計画

交付申請

事業ヒアリング
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（単位：時間） 

 

業務内容 詳細 職員E 職員F 職員G 臨時職員H

申請書作成・提出 1 14 14 0

額確定計算書作成・提出 1 0 4 0

期日変更報告書作成・提出 1 0 4 0

完了（終了）実績報告 報告書作成・提出 1 0 20 0

説明会 2 0 2 0

資料作成・提出 5 42 42 0

受検 18 18 18 0

社会資本整備重点計画の指標等に関する調査 調書作成・提出 1 60 60 0

硫化水素による腐食箇所での緊急点検実施調査 調書作成・提出 1 0 4 0

耐震化状況調査 調書作成・提出 1 0 4 0

都市浸水被害の軽減対策状況調査 調書作成・提出 1 0 6 0

下水道事業の実施状況調査 調書作成・提出 1 0 4 0

下水道主要資材・機器・工法調査 調書作成・提出 1 0 4 0

東京湾環境（水質）一斉調査 調書作成・提出 1 14 0 0

PRTR 調書作成・提出 1 42 0 42

諸経費動向調査 調書作成・提出 1 0 28 0

終末処理場（水処理）の未稼働施設解消調査 調書作成・提出 1 4 0 0

下水道事業における調達に関するアンケート 調書作成・提出 1 4 4 0

下水道施設等実態調査 調書作成・提出 1 14 14 0

下水道施工合理化調査 調書作成・提出 1 0 28 0

その他調査業務 調書作成・提出 105 70 70 70

現地立会い・調査 20 0 40 20

対策検討・回答 40 0 40 20

現場作業 0 0 30 30

台風に伴う事務連絡 0 0 6 6

事前・事後パトロール 0 0 24 24

1929 2312 1999 1701小計

繰越承認申請

会計検査・完了検査

管渠・マンホールの不具合

台風対応
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（２）普及グループ職員の業務配分 

（単位：時間） 

 

 

 

 

 

業務内容 詳細 職員A 職員B 職員C 臨時職員D

台帳関連 13.2 4.8 60 0

受益者負担金・使用料関連 16.8 2.4 24 0

確認申請 10 10 300 0

検査 105 7 200 0

後処理（東計電算調整他） 10 0 100 0

特定施設・除外施設 申請受理・審査 0 0 0 0

申請受付（審査） 5 1 104 0

検査 15 1 19.5 0

後処理（寄附他） 1 1 26 0

事前協議 2.5 0.5 124 0

庁内調整 2.5 0.5 32 0

随時処理（新規・異動） 0.5 0.5 48 0

更新処理 2 0.1 23 0

下水道の日 0.5 1 1.5 0

訪問対象者資料作成 0.5 0 4 0

訪問 0 0 92 0

資料作成（下水） 0.5 0.1 77.5 0

資料作成（浄化槽） 0.5 0.1 77.5 0

繰入金 要請事務 12 0.6 0 0

公債費 支払事務 8 0.2 0 0

徴収事務委託 1.2 3.6 0 0

還付 0.3 3 0 0

債権管理 1.5 6 0 0

調定事務 1.2 12 0 0

賦課・徴収 6 24 12 0

債権管理 6 12 0 0

中間申告作成 0.3 0.9 0 0

中間申告提出（税務署） 0 12 0 0

中間申告支払 0.3 0.9 0 0

確定申告作成 1 77.5 0 0

確定申告提出（税務署） 0 4 0 0

確定申告支払 0.1 0.3 0 0

決算見込資料作成 15.5 7.75 5 0

繰入金精算事務 4 0.1 0 0

決算書確認 7.75 7.75 4 0

決算説明資料作成 23.25 7.75 15.5 0

議会資料作成 15.5 7.75 15.5 0

予算積算事務 38.75 38.75 31 0

補正要求事務 15.5 8 0 0

財政課と調整・査定 12 4 0 0

議会資料作成 46.5 15.5 15.5 0

汚水処理人口関係

下水道使用料

受益者負担金

消費税申告

決算

予算

窓口対応

排水設備

物件設置

開発指導

工事店・責任技術者

水洗化活動
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（単位：時間） 

 

業務内容 詳細 職員A 職員B 職員C 臨時職員D

起債計画書作成 15.5 0.1 0 0

起債許可事務 4 0.1 0 0

起債申込事務 15.5 0.1 0 0

経営戦略 経営戦略作成（H28） 77.5 0.1 0 0

制度研究（庁内・庁外） 55.75 0.1 0 0

業者ヒア 6 0.1 0 0

H29委託発注・庁内・庁外調整 48 0.1 0 0

H30委託検収・庁内・庁外調整 0 0 0 0

H31システム稼働確認 0 0 0 0

H30法適用関連例規案作成 0 0 0 0

議会資料作成 8 0.1 0 0

決算統計 7.75 4 93 0

下水道事業審議会 0 0 0 0

議会対応 9 0 0 0

三浦半島連絡会 庶務 0 0 6 0

東部処理区協議会 庶務 8 0.1 0 0

金田区協議会 庶務 8 0.1 0 0

財政関連 720 36 0 0

上記以外庁内・庁外 240 240 155 0

雑庶務 綴り、消込、製本等 24 60 120 1209

経理 支払事務 60 120 0 0

コンセッション準備 120 960 30 0

庁内（課内）協議 120 240 12 0

東京湾岸協議会 1.2 1.2 12 0

窓口相談 3 3 5 0

申請受付 0.6 0.6 20 0

検査 9 0.6 7.5 0

補助金支払 0.6 0.6 5 0

国庫事務 3 0.6 24 0

県費事務 3 0.6 24 0

生活水保全協会 1.2 1.2 1.2 93

二町谷 使用料納付書作成 0.6 3 0 0

1971.35 1956.75 1926.2 1302

浄化槽

小計

起債

法適化

例規

各種調査・照会対応
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